
 

 
次世代ネットワーク（ＮＧＮ）等の接続ルールに関する意見提出者の一覧 

 

 

 
（受付順、敬称略） 

意見提出者（計 18 件） 

受付 意見受付日 意見提出者 代表者氏名等 

１ 平成 29 年１月 31 日 個人 － － 

２ 平成 29 年１月 31 日 個人 － － 

３ 平成 29 年２月１日 株式会社ケイ・オプティコム 代表取締役社長 藤野 隆雄 

４ 平成 29 年２月１日 
楽天コミュニケーションズ 

株式会社 
代表取締役 池口 正剛 

５ 平成 29 年２月１日 
株式会社 

グッドコミュニケーションズ 
代表取締役 高橋 美博 

６ 平成 29 年２月１日 
株式会社つなぐネット 

コミュニケーションズ 
代表取締役社長 石塚 和男 

７ 平成 29 年２月１日 
一般社団法人 

テレコムサービス協会 
－ － 

８ 平成 29 年２月１日 
中部テレコミュニケーション 

株式会社 
代表取締役社長 竹山 博邦 

９ 平成 29 年２月１日 
日本ネットワークイネイブラー

株式会社 
代表取締役社長 石田 慶樹 

10 平成 29 年２月１日 
一般社団法人日本インターネッ

トプロバイダー協会 
会長 渡辺 武経 

11 平成 29 年２月１日 西日本電信電話株式会社 代表取締役社長 村尾 和俊 

12 平成 29 年２月１日 ZIP Telecom 株式会社 代表取締役 川合 健司 

13 平成 29 年２月１日 株式会社アイ・ピー・エス 代表取締役 宮下 幸治 

14 平成 29 年２月１日 KDDI 株式会社 代表取締役社長 田中 孝司 

15 平成 29 年２月１日 
株式会社 

ファミリーネット・ジャパン 
代表取締役 松村 芳昭 

16 平成 29 年２月１日 ソフトバンク株式会社 
代表取締役社長 

兼 CEO 
宮内 謙 

17 平成 29 年２月１日 東日本電信電話株式会社 代表取締役社長 山村 雅之 

18 平成 29 年２月１日 個人 － － 

 

別紙１ 



様式 

意見書 

 

 

平成 29年 １月 31日 

総務省総合通信基盤局 

 電気通信事業部料金サービス課 宛て 

 

郵便番号 

（ふりがな） 

住所 

（ふりがな） 

氏名（注１） 

電話番号 

電子メールアドレス 

 

 

「次世代ネットワーク（ＮＧＮ）等の接続ルールに関する意見募集」に関し、別紙

のとおり意見を提出します。 

 

注 1 法人又は団体にあっては、その名称及び代表者の氏名を記載すること。  

注 2 用紙の大きさは、日本工業規格 A 列 4 番とすること。 

注 3 別紙にはページ番号を記載すること。 
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別紙 

-------------------------------------------------- 

[意見対象項目(1)] 

２．ＮＧＮを活用したデータ系サービスの提供 

５．その他 

 

等の情報開示基準について 

 

[(1)に対する意見] 

昨今、広く言われている「フレッツの輻輳」は ISP-NGN 網間に存在する網終端装置での

混雑が主要因であるが、 

混雑解消のため ISP側が NTT側に相互接続手続きに基づいて網終端装置の増設を申込ん

でも却下されると聞きます。 

 

一方で、116センタ等では NTT側より「ISP側の装置で輻輳が発生している」と回答さ

れる事が多いです。 

 

網終端装置が混雑している以上、対向の ISP 側装置の帯域も逼迫しているのは当然で

（ある意味）間違いではないのでしょうが、 

（ISP 側装置の増設を妨げている）網終端装置の増設を不明瞭な基準で却下した上で、 

あたかも NTT側に非がなく ISP側の意図のみで増設がなされていないように振舞うのは

いかがなものでしょうか。 

 

POI ビル収容状況や電源設備の状況など、特殊条件も有るため一概には言えませんが、 

一般的にユーザの通信に関わる要素（装置帯域が収容ユーザ数など）が網終端装置の増

設基準に関わっているならば、 

その基準を広く一般に公開し、 

「輻輳の原因が ISPに存在する（※1）」のか 

「NTT の設備投資の怠慢により輻輳する（※2）」のか 

ユーザが容易に入手できるようにすることで、 

NTT 東西、ISP事業者間の設備投資の促進が実現するのではないでしょうか。 

 

（※1） 

→混雑しており、かつ NTTが定める増設基準を満たしているが 

  それでも増設しないのであれば速度低下については ISP側要件 

（※2） 
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→混雑しているが、NTTが増設基準に満たない事を理由に却下するのであれば、 

  速度低下については NTT側要件 

 

-------------------------------------------------- 

[意見対象項目(2)] 

２．ＮＧＮを活用したデータ系サービスの提供 

５．その他 

 

等の情報開示基準について 

 

 

[(2)に対する意見] 

やや（1）の補足となります。 

増設基準の公開とあわせて、網終端装置の工事状況（申込有無・工事進捗・却下された

ならばその理由）については広く一般に公開するべきではないでしょうか。 

NTT と ISP間の機密保持契約など有るかと思いますが、 

（1）でも述べましたとおり、情報公開がより積極的・効率的な設備投資を生むと考え

ています。 

 

 

-------------------------------------------------- 

[意見対象項目(3)] 

１．ＮＧＮを活用した音声サービスの提供 

 

[(3)に対する意見] 

中継網内の優先制御機能のアンバンドルするのであれば、 

アクセス NW（収容ルータ～ONU（エンドユーザ））間の優先制御機能についても速やか

にアンバンドルするべきではないでしょうか。 

 

今回、品質保証型の 0AB～Jサービスを提供することが～、と記載されていますが 

これは、コア網内で保証要件が保たれていれば、ラストワンマイルはベストエフォート

だとしても 

品質保証されていると謳って問題ないという見解でしょうか。 

 

-------------------------------------------------- 

[意見対象項目(5)] 
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４．ＮＧＮの接続料の算定方法 

 

[(5)に対する意見] 

ゲートウェイルータは東日本、西日本でそれぞれ 1POI（+冗長）のみであり、 

また、10Gbpsまたは 100Gbps単位での接続しかないため全国規模の大事業者でないと 

事業参入のハードルが高く、競争原理やイノベーションが中々働かないのではないでし

ょうか。 

 

・ゲートウェイルータを地方 POIにも設置する 

・ゲートウェイルータの接続により低廉な 1Gbpsメニューの導入 

 

以上を希望します。 

また、接続促進のために GWRに廉価な 1G接続メニューを追加するのであれば、ついで

に地域制限（○府県のみ等）も可能とし、 

かつその接続料は現行の PPPoE接続で地域限定で接続する場合の料金 と同等とするべ

きではないでしょうか。 

 

 

（参考文献） 

http://www.soumu.go.jp/main_content/000130124.pdf 

 

-------------------------------------------------- 

[意見対象項目(6)] 

２．ＮＧＮを活用したデータ系サービスの提供 

５．その他 

 

[(6)に対する意見] 

NTT による、相互接続業務におけるより広帯域な網終端装置の導入や 2G超アクセスサ

ービスなど、 

積極的な技術開発投資を希望します。 

 

現在、網終端装置については 1台あたり 1Gbpsが最大の模様です。（※1） 

一方、装置 1台あたりに数千ユーザ集約されており、1 ユーザあたり数百 kbps の割当

帯域と想定されています。（※2） 

 

今後、一般層にも今まで以上のペースで広帯域を必要とするリッチコンテンツサービス

http://www.soumu.go.jp/main_content/000130124.pdf
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が普及すると考えられますし、 

例として 4Kコンテンツ等は数十 Mbps程度の帯域確保を必要とします。 

統計多重があるため、常にユーザあたりの帯域が上記程必要とは考えられませんし言い

ませんが、 

ただ、現状の数百 kbps/ユーザといった帯域は少なすぎるように思われます。 

 

早期に 10Gbps網終端装置や 100Gbps網終端装置を開発・導入し、 

かつ同数のユーザを基準として収容することで割り当て帯域に余裕を持たせ、 

今後のユーザあたり通信量の増加に早期対応することで、各種 ITサービス発展の妨害

を回避することを望みます。 

 

（※1）https://www.ntt-west.co.jp/open/ngn/interface.html 

（※

2）http://www.cisco.com/c/dam/global/ja_jp/partners/ronbun/2nd/literature/cis

co-ronbun2-2-3.pdf 

 

-------------------------------------------------- 

 

https://www.ntt-west.co.jp/open/ngn/interface.html
http://www.cisco.com/c/dam/global/ja_jp/partners/ronbun/2nd/literature/cisco-ronbun2-2-3.pdf
http://www.cisco.com/c/dam/global/ja_jp/partners/ronbun/2nd/literature/cisco-ronbun2-2-3.pdf


様式 
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平成 29年 １月 31日 

総務省総合通信基盤局 

 電気通信事業部料金サービス課 宛て 

 

郵便番号 

（ふりがな） 

住所 

（ふりがな） 

氏名（注１） 

電話番号 

電子メールアドレス 

 

 

「次世代ネットワーク（ＮＧＮ）等の接続ルールに関する意見募集」に関し、別紙

のとおり意見を提出します。 

 

注 1 法人又は団体にあっては、その名称及び代表者の氏名を記載すること。  

注 2 用紙の大きさは、日本工業規格 A 列 4 番とすること。 

注 3 別紙にはページ番号を記載すること。 
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別紙 

[意見対象項目(1)] 

２．ＮＧＮを活用したデータ系サービスの提供 

５．その他 

 

等の情報開示基準について 

 

[(1)に対する意見] 

昨今、広く言われている「フレッツの輻輳」は ISP-NGN 網間に存在する網終端装置での

混雑が主要因であるが、混雑解消のため ISP 側が NTT 側に相互接続手続きに基づいて網

終端装置の増設を申込んでも却下されると聞きます。 

 

一方で、116センタ等では NTT側より「ISP側の装置で輻輳が発生している」と回答さ

れる事が多いです。 

 

網終端装置が混雑している以上、対向の ISP 側装置の帯域も逼迫しているのは当然で

（ある意味）間違いではないのでしょうが、（ISP 側装置の増設を妨げている）網終端

装置の増設を不明瞭な基準で却下した上で、あたかも NTT側に非がなく ISP側の意図の

みで増設がなされていないように振舞うのはいかがなものでしょうか。 

 

POI ビル収容状況や電源設備の状況など、特殊条件も有るため一概には言えませんが、 

一般的にユーザの通信に関わる要素（装置帯域が収容ユーザ数など）が網終端装置の増

設基準に関わっているならば、その基準を広く一般に公開し、「輻輳の原因が ISPに存

在する（※1）」のか「NTT の設備投資の怠慢により輻輳する（※2）」のか 

ユーザが容易に入手できるようにすることで、NTT 東西、ISP事業者間の設備投資の促

進が実現するのではないでしょうか。 

 

（※1） 

→混雑しており、かつ NTTが定める増設基準を満たしているが 

  それでも増設しないのであれば速度低下については ISP側要件 

（※2） 

→混雑しているが、NTTが増設基準に満たない事を理由に却下するのであれば、 

  速度低下については NTT側要件 
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-------------------------------------------------- 

[意見対象項目(2)] 

２．ＮＧＮを活用したデータ系サービスの提供 

５．その他 

 

等の情報開示基準について 

 

 

[(2)に対する意見] 

やや（1）の補足となります。 

増設基準の公開とあわせて、網終端装置の工事状況（有無・申込・進捗・却下されたな

らばその理由）については広く一般に公開するべきではないでしょうか。 

NTT と ISP間の機密保持契約など有るかと思いますが、 

（1）でも述べましたとおり、情報公開がより積極的・効率的な設備投資を生むと考え

ています。 

 

 

-------------------------------------------------- 

[意見対象項目(3)] 

１．ＮＧＮを活用した音声サービスの提供 

 

[(3)に対する意見] 

中継網内の優先制御機能のアンバンドルするのであれば、 

アクセス NW（収容ルータ～ONU（エンドユーザ））間の優先制御機能についても速やか

にアンバンドルするべきではないでしょうか。 

 

今回、品質保証型の 0AB～Jサービスを提供することが～、と記載されていますが 

これは、コア網内で保証要件が保たれていれば、ラストワンマイルはベストエフォート

だとしても 

品質保証されていると謳って問題ないという見解でしょうか。 
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意 見 書 

 

平成２９年２月１日 

 

総務省総合通信基盤局 

電気通信事業部料金サービス課  御中 

 

 

 

郵 便 番 号   530-6116 

（ ふ り が な ）    おおさかし きたく なかのしま ３ちょうめ３ばん２３ごう 

住      所    大阪市北区中之島３丁目３番２３号 

（ ふ り が な ）    かぶしきがいしゃ けい・おぷてぃこむ 

氏      名    株式会社 ケイ・オプティコム 

だいひょうとりしまりやくしゃちょう   ふじの  たかお 

代表取締役社長     藤野 隆雄 

 

 

 

 

 

 

「次世代ネットワーク（ＮＧＮ）等の接続ルールに関する意見募集」に関し、 

別紙のとおり意見を提出します。 
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別紙 

意見対象項目 意見 

１．NGNを活用した音声サービスの提供  

（3）現在、固定電話網の移行後の IP網のあるべき姿については、情報通信

審議会電気通信事業政策部会電話網移行円滑化委員会において議論されて

いるところである。現在、競争事業者は、NTT 東日本・西日本の IGS 交換機

と接続して、ひかり電話との発着信を実現しているが、移行後は NGNと IP-IP

接続することにより NTT東日本・西日本のひかり電話との発着信を行うこと

になると見られている。同委員会での検討状況を踏まえつつ、NGNとの IP-IP

接続に係る接続ルールに関して、検討すべき事項はあるか。  

 

 

• 固定電話網の移行後も NTT東西殿のひかり電話との発着信がで

きるよう、PSTNに IGS交換機が設置されているように、NGNと

の接続においても NTT東西殿に通信設備（L2SW等）を設置いた

だく必要があると考えます。  

 

• また、この通信設備を事業者の自主的な運用に委ねてしまう

と、費用負担の適正性・公平性・透明性や安定的・恒久的な提

供が確保されなくなるおそれがあるため、法規制・制度設計の

もと、NTT東西殿による運用とすべきと考えます。  

 

• なお、この通信設備との接続にあたって提供される接続機能に

ついては、トラフィックが少ない事業者にも考慮し、狭帯域の

メニューの提供についても検討すべきと考えます。 

４．NGNの接続料の算定方法  

（4）そのほか、NGNの接続料の算定方法に関して、検討すべき事項はあるか。  

 

• 接続料の算定方法については、当該設備の費用等を適切に反映

すべきであり、実績原価方式を採用すべきと考えます。 

以 上 



 

 

意 見 書 

 

平成２９年 ２月 １日 

総務省総合通信基盤局 

電気通信事業部料金サービス課 殿 

 

郵便番号 １５８－００９４ 

住  所E

（ふりがな）

A A E東京都 E

とうきょうと

AAE世田谷区E

せ た が や く

AA E玉川 E

たまがわ

A一丁目１４番１号 

 

AE氏  名E

（ふりがな）

A AE楽天コミュニケーションズ株式会社E

ら く て ん こ み ゅ に け ー し ょ ん ず か ぶ し き が い し ゃ

 

 

A E 代表 E

だいひょう

AA E 取締役 E

とりしまりやく

A A E池口 E

いけぐち

A A E正剛 E

せいごう

 

 

 

 

 

「次世代ネットワーク（ＮＧＮ）等の接続ルールに関する意見募集」に関し、別紙の

とおり意見を提出します。



 

（別紙） 

 

この度は「次世代ネットワーク(ＮＧＮ)等の接続ルールに関する意見募集」に関し、意見提出の機会をいただき厚く御礼申し上げます。 

下記のとおり弊社意見を述べさせていただきますので、お取り計らいの程、何卒宜しくお願い申し上げます。 

 

意見対象項目 弊社意見 

１．ＮＧＮを活用した音声サービスの提供 

現状では、ＮＧＮ上のフレッツ光サービスや光回線の卸売サービス

の利用者向けに提供する品質保証型の０ＡＢ-Ｊ ＩＰ電話サービス

は、ＮＴＴ東日本・西日本のひかり電話又は同電話の卸サービスに

よって提供されている。今般の第一種指定電気通信設備接続料規則

の一部改正により、優先パケット識別機能及び優先パケットルーテ

ィング伝送機能が新たに接続約款のメニューに追加されることにな

る。これらの機能を利用することにより、今後、競争事業者がＮＧ

Ｎ上で品質保証型の０ＡＢ-Ｊ ＩＰ電話サービスを提供することが

可能となる。 

優先パケット識別機能及び優先パケットルーティング伝送機能

（以下、優先パケット識別機能等といいます。）が、接続約款に

新たなメニューとして追加されますが、接続事業者が品質保証型

の０ＡＢ-Ｊ ＩＰ電話サービスを提供するには、全体コストが抑

制される必要があります。総務省よりＮＴＴ東西に対し、ＧＷル

ータとの接続に当たり、より小容量単位の網使用料化を要請いた

だいておりますが、ＮＴＴ東西にあっては、接続事業者から優先

パケット識別機能等と関連する機能の開放または使用に係る協

議を受けた際には、協議が長期に渡らないようにご対応いただき

たいと存じます。 

（１） 優先パケット識別機能及び優先パケットルーティング伝送機能

を利用するに当たり、情郵審答申（平成28 年（2016 年）11 月）

において、情郵審から総務省に対し、現在ＶＮＥ事業者が接続して

いる「ＮＧＮにおけるゲートウェイルータについては、10Ｇｂｐｓ

又は100Ｇｂｐｓの単位のポートのみが用意されていることから、

ＮＴＴ東日本・西日本に対し、接続事業者からの要望を踏まえ、Ｎ

ＧＮのゲートウェイルータと接続事業者のＩＰ網を直接接続する

接続事業者がＶＮＥ事業者経由でＮＧＮのＧＷルータと接続す

るためには（IPoE接続）、現在の最小容量が 10Ｇｂｐｓ単位の網

改造料と設定されているため、接続事業者にとっては利用しづら

い状況にあります。より小容量の網使用料へと変わるのであれ

ば、接続事業者にとって接続料負担が軽減され、ＮＧＮの利活用

に繋がるものと考えます。 
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場合は、より容量の小さいベースでの接続にも対応するよう検討す

ることを要請すること」が要望され、同日、総務省からＮＴＴ東日

本・西日本に対し、同内容の要請を行った。この点について、今後、

競争事業者が優先パケット識別機能及び優先パケットルーティン

グ伝送機能を利用することに関して、留意すべき点はあるか。 

（２） そのほか、優先パケット識別機能及び優先パケットルーティン

グ伝送機能を利用することに関して、検討すべき事項はあるか。  

接続事業者がＮＧＮ上で品質保証型の０ＡＢ-Ｊ ＩＰ電話サー

ビスを提供するには、全体コストをより抑制する必要があると考

えます。 

優先パケット識別機能等の他には、ＧＷルータと中継ルータが異

なる都道府県に設置されている場合、両ルータを接続する県間伝

送路は非指定設備ですので、指定化することによってコスト抑制

を検討すべきと考えます。 

（３）現在、固定電話網の移行後のＩＰ網のあるべき姿については、

情報通信審議会電気通信事業政策部会電話網移行円滑化委員会に

おいて議論されているところである。現在、競争事業者は、ＮＴＴ

東日本・西日本のＩＧＳ交換機と接続して、ひかり電話との発着信

を実現しているが、移行後はＮＧＮとＩＰ－ＩＰ接続することによ

りＮＴＴ東日本・西日本のひかり電話との発着信を行うことになる

と見られている。同委員会での検討状況を踏まえつつ、ＮＧＮとの

ＩＰ－ＩＰ接続に係る接続ルールに関して、検討すべき事項はある

か。  

来たるＩＰ時代において、現行のハブ機能を引き継ぐ「電話を繋

ぐ機能」は、主には東京と大阪の２箇所に設置する方向で議論が

進んでおり、接続事業者がＮＴＴ東西のＮＧＮと接続する場合、

この「電話を繋ぐ機能」を経由して接続するか否か接続事業者に

よって異なるものと考えられますが、ＮＴＴ東西が設置するＰＯ

Ｉの所在都道府県が限られている場合には、ＰＯＩの所在都道府

県と異なる県へ着信させる際、非指定設備の県間伝送路を経由す

ることになりますので、ＮＧＮの接続料が増加することに繋がり

ます。接続料の増加を抑制すべく、当該県間伝送路の指定化をご

検討いただきたいと存じます。 

２．ＮＧＮを活用したデータ系サービスの提供 ＮＧＮの網終端装置（PPPoE 方式）における接続事業者向けの仕
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（１） ＩＳＰ事業者によるＮＧＮの利用に関して、検討すべき事項は

あるか。 

様については、収容利用者（セッション）数に応じた設置とされ

ており提供開始の当初から変わっておりません。トラフィック量

に応じた仕様ではないため、リッチ化が進み容量が増えたコンテ

ンツを流出入するには適した仕様とは言えず、更にリッチ化、容

量の増加が進めば、ＮＧＮを介したデータ系サービスにおいて輻

輳が頻発するおそれがあります。 

将来に亘って、インターネットを快適にご利用いただくために、

ＮＴＴ東西において速やかに同装置の仕様に対する見直しを行

っていただくことを要望いたします。 

４．ＮＧＮの接続料の算定方法  

（１）ＮＧＮは、ベストエフォート型と品質保証型のサービスを統合

的に提供可能なＩＰ網である。そのため、ＮＧＮの接続料の算定に

当たって、最優先通信と高優先通信については、通信品質を確保す

るため、通信要求時の帯域に対して一定の帯域を上乗せするＱｏＳ

換算係数（最優先通信：1.20 倍、高優先通信：1.16倍）が用いら

れている。また、一般的にＩＰ系の装置価格については、帯域に応

じてスケールメリットが働くことから、帯域換算係数（帯域10 倍

に対しコストはＮＴＴ東日本：約2.6 倍、ＮＴＴ西日本：約2.5 倍

（いずれも平成28 年度適用料金））が用いられている。こうした

ＱｏＳ換算係数及び帯域換算係数の適用に当たり、検討すべき事項

はあるか。 

帯域換算係数を用いることにより、算定されるＩＰ系の装置価格

の格差が縮小されているところですが、帯域をより多く利用する

事業者ほど受益が大きく、その反面で中小規模の事業者にとって

は不利益となるおそれがあります。公正競争が阻害されることが

ないよう、接続料が算定されるべきと考えます。 

（２）現行のＮＧＮでは、中継局接続機能のゲートウェイルータの費

用（接続用ポートの費用を除く。）は網使用料として回収されてい

前述のとおり、IPoE 接続のＧＷルータは、最小容量が 10Ｇｂｐ

ｓ単位の網改造料と設定されているため、接続事業者にとっては
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以上 

るが、他方で、ＩＰｏＥ接続のゲートウェイルータは網改造料で回

収されている。これに関して、検討すべき事項はあるか。 

利用しづらい状況ですが、より小容量の網使用料へと変わるので

あれば、接続事業者の接続料負担が軽減され、ＮＧＮの利活用に

繋がるものと考えます。 

（３）ＮＧＮは、平成20 年（2008 年）３月の商用サービスの開始に

当たり、中継局接続機能（10Ｇｂｐｓメニューのみ）、収容局接続

機能（１Ｇｂｐｓメニューのみ）、ＩＧＳ接続機能、イーサネット

接続機能が接続約款に定められた。これら４つの接続機能の接続料

の算定方法に関して、検討すべき事項はあるか。  

中継局接続機能において、定額制だけでなく従量制の接続料を設

定、その他、IPoE 接続のみならず音声接続に対しても、より小

容量に設定された網使用料等が検討されれば、接続事業者にとっ

てより利用しやすくなるものと考えます。 

（４） そのほか、ＮＧＮの接続料の算定方法に関して、検討すべき事

項はあるか。  

接続事業者が、ＮＴＴ東西の利用部門との間でＮＧＮを利活用し

た競争力のあるサービスを展開していくためには、優先パケット

識別機能等を始めとした各機能において、網改造料または網使用

料の料金水準だけでなく料金の設定単位にも注意を払っていく

必要があると考えます。 

接続事業者が利用しやすい接続料を目指し、算定方法が検討され

ることを要望いたします。 
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「次世代ネットワーク（ＮＧＮ）等の接続ルールに関する意見募集」に関し、別紙の

とおり意見を提出します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



別紙 

 

この度は「次世代ネットワーク（ＮＧＮ）等の接続ルール」に関し、意見提出の機会をいただき厚

く御礼申し上げます。 

下記のとおり弊社意見を述べさせていただきますので、お取り計らいの程、何卒宜しくお願い申し上

げます。 

 

意見対象項目 意見 

全般 

 

 

 

 

 

 

弊社は、鹿児島県を主な営業エリアとして、いわゆる地

域ＩＳＰとしてインターネット接続事業を営んでおり

ます。 

今般、次世代ネットワーク（以下、ＮＧＮとします）の

具体的なアンバンドルの在り方の検証、その他、接続ル

ールについて、以下の 3点を要望します。 

1. 未開放機能のアンバンドル化の推進 

ＮＧＮの網機能のうち、未開放のものはすみやかに

アンバンドル化を推進すべきと考えます。 

 ＶＰＮサービス 

 コンテンツ配信サービス（映像、音声等） 

 地デジ再送信サービス 

2. 接続拠点の全国拡大（全サービス） 

上記 1項にあたり、提供済みのデータ系／音声系サ

ービスを含めたＮＧＮとの接続拠点（POI）は、東

西 1地域に限定されることなく、すべての都道府県

で事業者が接続できるようにすべきと考えます。 

また、その際の接続インタフェース条件は、1Gbps，

10Gbps 及び 100Gbps もしくは同一速度の複数リン

ク集約が事業者の要望に応じて柔軟に提供される

べきと考えます。 

3. 事業者設置の固有設備（いわゆるＬ２接続） 

モバイルのデータ系サービスでは、MVNO が携帯電

話事業者(MSO)と L2接続を行うことにより独自サ

ービスを提供おります。NGNのデータ系サービス

（PPPoE 接続、VPN接続）においても、モバイルサ

ービスと同様に事業者が固有設備を設置する接続

形態について広く議論されることを要望します。 

2.ＮＧＮを活用したデータ系サービスの提

供 

(1)ISP事業者によるＮＧＮの利用に関して

我が国における１契約あたりのダウンロードトラヒッ

クがこの 10年間で 10倍弱に増加（19.2kbps@2006年 05

月、181.3kbps@2016年 5月）しています。一方、NTT東



検討すべき事項 

 

西の定める ISP事業者(PPPoE接続)の接続条件では、網

終端装置の上限セッション数で規定されていますが、先

のダウンロードトラヒックの増加にあわせて網終端装

置の上限セッション数はまったく見直しされておりま

せん。 

このため、契約者数（セッション数）の増加に対して通

信帯域の増加が大幅に上回ることとなり、夜間や休日等

のダウンロードトラヒックが急増する時間帯では帯域

不足による通信品質の劣化が常態化しています。 

当社は NTT西日本に網終端装置の増設協議の申し入れ

を行っておりますが、契約数（セッション数）の増加が

見込めない限り網終端装置を増設できない状況となっ

ています。 

一方、GWルータ(IPoE 接続)においては、上限セッショ

ン数の規定はないため事業者の申し入れに応じて接続

帯域を容易に拡大できる状況にあり、ISP接続（PPPoE

接続）と GWルータ(IPoE接続)間で通信品質の確保にお

いて不公正が生じております。 

このため、ISP接続(PPPoE接続)と GWルータ(IPoE接続)

が同じルール・条件のもとで事業者が NTT東西と協議で

きるよう広く議論されることを要望します。 

① 上限セッション数を接続帯域に見直し 

② 接続条件規定に同一速度複数リンク集約を追加 

③ 標準期間規定の追加（接続協議期間、最長工事期間） 

④ 新たな ISP接続形態（PPPoE接続）の追加 

 レイヤ２レベルで責任分解点を新たに規定 

 事業者接続 SW等 

 ISP接続事業者側で PPPoE セッションを終端 

2.ＮＧＮを活用したデータ系サービスの提

供 

(2)ＮＧＮを利用する VPNサービスに関し

て検討すべき事項 

VPNサービスは、NTT東西利用部門のみが利用可能とな

っており事業者に未開放となっているため、すみかやに

NTT東西利用部門と同等の条件で他の通信事業者に開

放されるべきと考えます。 

なお、網終端装置のコスト回収は、ISP接続(PPPoE)と

同様、接続ポート費用を網改造料、本体は NTT東西利用

部門負担としていただくよう要望します。 

2.ＮＧＮを活用したデータ系サービスの提

供 

(3)優先転送機能を利用してデータ系サー

ビスを利用する上で留意すべき点 

優先制御されたデータ系サービスは、GWルータ(IPoE

接続)のみに限定されることなく、ISP接続(PPPoE接

続)、VPN接続（PPPoE接続）及びコンテンツ配信接続等

にも提供されるべきと考えます。 



3.ＮＧＮを活用した映像配信サービスの提

供 

コンテンツ配信接続機能に関して、検討す

べき事項はあるか。 

NTT東西が提供中のフレッツ・キャストや地デジ再送信

等のコンテンツ配信接続機能は、他の通信事業者等にも

開放されるべきと考えます。 

なお、コンテンツ配信を容易とするため事業者との接続

条件は、SNI接続ではなく NNI接続の提供も可能とすべ

きと考えます。 

4.ＮＧＮの接続料の算定方法 

(1)QoS換算係数及び帯域換算係数に関して

考慮すべき点はあるか。 

QoS 換算係数及び帯域換算係数は、その算出根拠の妥当

性について毎年定期的な報告をもとめ、第三者による検

証を行うべきと考えます。 

4.ＮＧＮの接続料の算定方法 

(2)中継局接続の GWルータが網使用料とし

て回収されている一方、IPoE 接続の GWル

ータが網改造料として回収されていること

について検討すべき事項  

他事業者との接続のための基本的な機能（NTT東日本・

西日本又は事業者が共通して利用可能な標準的機能）は

網使用料または利用者料金として、事業者固有設備は網

改造料（事業者間按分を含む）としてコスト回収される

ものと理解しています。 

ＮＧＮにおいても、電話系サービスの中継局接続用 GW

ルータ、IGS接続用メディア GWのルータ本体は網使用

料、接続ポートは網改造料となっています。また、デー

タ系サービスにおいても、ISP接続ルータ（網終端装置、

PPPoE接続）のルータ本体は利用者料金、接続ポートは

網改造料となっています。 

一方、IPoE接続用 GWルータは前述と異なり全額網改造

料となっていることにその合理性に疑問を抱かざるを

えません。網終端装置(PPPoE接続)と GWルータ(IPoE

接続)はともに、ＮＧＮ内でＩＰ通信網のルーティング

伝送機能を終端する事業者共通の機能を有しているこ

とから、IPoE 接続用 GWルータ本体も PPPoE 接続用網終

端装置と同様、本体は利用者料金、接続ポートのみ網改

造料で回収されるべきと考えます。 

 

5.その他 

接続料の算定 

接続の手続き 

情報開示 

コロケーション等 

<設備増設ルールの見直し> 

前述のとおり、データ系サービスではインターネットの

ダウンロードトラヒックが 10年間で約十倍、直近でも

前年比+40～50%で増加する状況が続いており、NTT東西

に設備増設の要請と工事申込を継続的に行っていると

ころですが、工事完了まで約半年から 1年間の期間を要

しております。また、動画を中心とするバースト性トラ

ヒックの増加により接続ポート上で通信の輻輳（パケッ

ト損失）が発生する状態が常態化しています。 

このため、NTT東西と ISP事業者等との協議において、



NTT東西の提供するトラヒックレポート機能の計測周

期短縮（5分間平均⇒1分間平均）と同レポートをベー

スとする設備増設タイミングの共通ルール化（接続ポー

ト帯域の 50%超で設備増設可等）を要望します。 

 

<GWルータ(IPoE接続)の全県拡大> 

データ系サービス用 GWルータ(IPoE接続)は、現在東京

と大阪のみに設置されており、かつ VNE事業者は両方の

GWルータに接続する必要があります。 

当社は、鹿児島県を中心として ISP事業を展開してお

り、東京・大阪両方の GWルータ(IPoE 接続)に接続する

ことは大きな投資負担であり、他の地域系 ISPやケーブ

ルテレビ事業者も同様と考えます。 

このため、網終端装置(PPPoE 接続)と同様、各県 POIで

GWルータ（IPoE 接続）を設置し、広く地域独自のサー

ビスがリーズナブルに提供できるよう要望します。 

 

<県間伝送路設備等の第 1種指定設備化> 

ＮＧＮは県内ネットワーク、県間ネットワーク並びにＮ

ＴＴ東西間ネットワークが一体として構築されている

にもかかわらず、ＮＧＮの県間伝送路設備及び東西間中

継伝送路設備は非指定設備となっております。また、県

間伝送路市場価格低下の一方で、データ系ＮＧＮの県間

伝送路設備の網使用料は高止まりしており、ＮＧＮコス

ト全体の高止まりを招いていると考えます。このため、

ＮＧＮにおける県間伝送路設備及び東西間中継伝送路

設備は非指定設備ではなく第 1種指定設備化すべきと

考えます。 
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「次世代ネットワーク（ＮＧＮ）等の接続ルールに関する意見募集」に関し、別紙

のとおり意見を提出します。 
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別紙 

意見対象項目 御意見 

１．ＮＧＮを活用した音声サービスの提供 

 

（２）そのほか、優先パケット識別機能及び

優先パケットルーティング伝送機能を利用

することに関して、検討すべき事項はある

か。 

 

 

 

接続事業者が、０ＡＢ－Ｊ ＩＰ電話の安定

品質要件を満たしたサービス提供ができて

いる事を確認できる仕組みとして、収容ルー

タの状態が常に情報開示される事が望まし

いと考えます。 

 

理由として、すでにＮＧＮを活用したＩＰｏ

Ｅ接続において収容ルータや中継ルータの

輻輳が発生していると考えられる事象がご

ざいます。 

現状は、ベストエフォートサービスであり、

ＮＴＴ東日本殿およびＮＴＴ西日本殿より

設備の状況を情報開示いただていないため、

ＩＰｏＥ接続において輻輳が発生した際、原

因の特定ができておりません。 

 

０ＡＢ－Ｊ ＩＰ電話の提供において、安定

品質要件を満たす必要があり、適切に優先パ

ケット識別機能及び優先パケットルーティ

ング伝送機能が提供されている事を常に確

認できる仕組みづくりが必要と考えます。 

 

１．ＮＧＮを活用した音声サービスの提供 

 

（３）現在、固定電話網の移行後のＩＰ網の

あるべき姿については、情報通信審議会電気

通信事業政策部会電話網移行円滑化委員会

において議論されているところである。現

在、競争事業者は、ＮＴＴ東日本・西日本の

ＩＧＳ交換機と接続して、ひかり電話との発

着信を実現しているが、移行後はＮＧＮとＩ

Ｐ－ＩＰ接続することによりＮＴＴ東日

本・西日本のひかり電話との発着信を行うこ

とになると見られている。同委員会での検討

平成２９年１月２０日付けの「固定電話網の

円滑な移行の在り方 ～ 移行後のＩＰ網の

あるべき姿 ～ 報告書案」（以下、「報告書案」

といいます）に記載されていますが、接続ル

ールの検討において「双方向番号ポータビリ

ティ」および「ロケーションポータビリティ」

を実装していただきたいと考えます。 

 

理由として、現状の「片方向番号ポータビリ

ティ」は、利用者にわかりづらく、混乱を招

くと考えております。 
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状況を踏まえつつ、ＮＧＮとのＩＰ－ＩＰ接

続に係る接続ルールに関して、検討すべき事

項はあるか。 

また、接続ルールとは異なりますが、報告書

案に「光ＩＰ電話への移行を加速させる」と

ありますが、光ＩＰ電話への移行を推進する

事で、一部の集合住宅において、利用者が不

利益となります。 

集合住宅では「集住のメリットを最大限に享

受する」というニーズがあり、同一集合住宅

内でブロードバンドアクセスに係るインフ

ラを共有してご利用いただき、手軽な料金で

ブロードバンドアクセスを提供するだけで

なく、簡単にインターネットがご利用できる

接続環境をご提供しており、このような集合

住宅は全国に約１６３．２万戸ございます。

（参考資料：ＭＭ総研殿「全戸一括型マンシ

ョン ISPシェア調査（2016年 3月末）」より） 

また、上記のような設備もなく、光配線の敷

設が困難で、電話回線を用いた旧来設備でイ

ンターネットを利用している集合住宅も全

国に多数ございます。 

 

このような集合住宅において、現状の光ＩＰ

電話のサービス仕様ではご利用いただけな

いケースが多く、光ＩＰ電話への移行は利用

者の不利益となるため、集合住宅において、

固定電話の移行先としてメタルＩＰ電話は

必要と考えております。 

 

２，ＮＧＮを活用したデータ系サービスの提

供 

 

（１）ＩＳＰ事業者によるＮＧＮの利用に関

して、検討すべき事項はあるか。 

網終端装置を利用したＮＮＩ接続は、ベスト

エフォートサービスであり、ＮＴＴ東日本殿

およびＮＴＴ西日本殿より設備の状況を情

報開示いただいていないため、原因の特定は

できておりませんが、網終端装置が原因と思

われる輻輳状態は、日に日に激しくなってお

ります。 

 

一方で、同設備の維持にＮＴＴ東日本殿およ
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びＮＴＴ西日本殿が非常に苦慮されている

と考えております。 

この現状を改善する方法の一つとして、ＩＰ

ｏＥ接続を活用する事を検討しております

が、ＶＮＥ事業者殿の費用負担も大きく、実

現が厳しい状況です。 

 

よって、すでに総務省殿からＮＴＴ東日本殿

および西日本殿に対して要請いただいたＮ

ＧＮのゲートウェイルータと接続事業者の

ＩＰ網を直接接続する際、より容量の小さい

ベースでの接続が早期に実現いただけるよ

うお願い致します。 

あわせて、新たなＶＮＥ事業者が参入しやす

い環境や条件をご検討いただけるようお願

い致します。 

これらが可能となる事で、費用負担が小さく

なり、多くの事業者が活用し、多様なサービ

スの創出や利用者利便の更なる向上が期待

できると考えます。 

 

２．ＮＧＮを活用したデータ系サービスの提

供 

 

（２）ＮＧＮを利用するＶＰＮサービスに関

して、検討すべき事項はあるか。 

 

「優先パケット識別機能及び優先パケット

ルーティング伝送機能を利用することに関

して、検討すべき事項」の回答と重複致しま

すが、収容ルータの状態が常に情報開示され

る事が望ましいと考えます。 

また、優先制御したデータは、ＮＧＮの設計

上、最大で何割程度、占めるのかについて情

報開示いただきたいと考えております。 

 

理由として、優先制御したデータの通信量が

過度に増えた場合、優先制御していないデー

タは、ほとんど通信できない状態が発生する

のではないかと考えております。 

優先制御していないデータは、ベストエフォ

ートのサービスを利用している事が想定さ
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れますが、全く利用できない状態になる可能

性があるのであれば、利用者へ事前に情報開

示いただきたいと考えております。 

 

３．ＮＧＮを活用した映像配信サービスの提

供 

 

コンテンツ配信事業者等の各種アプリケー

ションサーバとＮＧＮを接続するための 

インターフェース（ＳＮＩ）について、ＮＴ

Ｔ東日本・西日本は、平成 20 年（2008 年）

３月か 

ら「フレッツ・キャスト」の提供を開始した。

この「フレッツ・キャスト」のための機能に

関 

して、検討すべき事項はあるか。 

コンテンツ配信事業者殿がＳＮＩ接続を活

用いただく事で、インターネットへの通信は

軽減され、利用者利便の更なる向上が期待で

きると考えます。 

 

一方で、ＳＮＩ接続の利用料金負担が大き

く、活用する事ができない事業者がいると考

えております。 

 

ＮＧＮのゲートウェイルータの帯域見直し

と合わせて、ＳＮＩ接続のサービス仕様も、

基本メニューの細分化やＮＴＴ東日本殿お

よびＮＴＴ西日本殿のハウジングスペース

以外で利用できるようにする等、導入しやす

い環境をご検討いただきたいと考えます。 

少額の料金負担で利用できれば、多くの事業

者が活用を始め、多様なサービスを創出し、

利用者利便の更なる向上が期待できると考

えます。 
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意見書 

 
平成２９年２月１日 

総務省総合通信基盤局 
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住所 
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AA E 町 E

ちょう
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３

A-10-2 

              フローラビル 8 階 

                        名称 

                          一般
いっぱん

社団
しゃだん

法人
ほうじん

テレコムサービス 協 会
きょうかい

 

 

  

 

「次世代ネットワーク（ＮＧＮ）等の接続ルールに関する意見募集」に関し、別紙のとおり意見

を提出します。 
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(別紙) 

 
意見対象項目 意見 

全般 NGN のオープン化については、サービス開始時から NTT 東西殿も推進するとは表明してい

たが、実際には接続メニューもほとんど追加されず、長期間にわたって様々な用途での利用が

制限された状態であったと認識している。 

NGN の優先パケットを活用した音声サービスに加えてデータ系サービスも提供される方向に

あり、新しい機能が利用できるようになったことは高く評価できる。 

ただし、新たにアンバンドル化される機能および新たに提供されるサービスメニューなどにつ

いて、接続事業者が利用しやすい制度と料金で提供されることを強く望む。 

1. NGN を活用した音声サービスの提供 IPoE 接続事業者が接続しているゲートウェイルータの接続ポートが現在の容量より小さい容

量が実現されることは、利用促進につながるため歓迎する。 

例えば、1Gbps 等の今までよりも小さい容量を実現することを望む。 

平成 28 年 7 月 28 日から実施された「第一種指定電気通信設備接続料規則の一部を改正す

る省令案に対する意見募集」において一部事業者から当該機能を利用する上では、NTT 東西

殿との協議に 7年を要したとの意見が挙がっているが、今後、他の接続事業者が当該機能を利

用する際にも、協議が長期化しないような使いやすい仕組みが必要である。 

2.NGN を活用したデータ系サービスの提供 

(1) ISP 事業者による NGN の利用に関して 

NGN の ゲートウェイルータと接続事業者の IP 網を直接接続する場合には、より容量の小さ

いベースでの接続にも対応する要請をしたとのことであるが、データ通信系の優先パケットを利

用する場合にも、同様の接続ができることを望む。 

NGN を活用した音声サービスで利用される優先パケット機能は、データ系サービスでも有益

と考える。データ系通信サービスでも利用できることを望む。 

 また、優先パケット機能の接続料に関しては、同様のサービスと比べて競争力のある料金で

利用できることを望む。 
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2.NGN を活用したデータ系サービスの提供 

(2)NGN を利用する VPN サービスに関して 

現在 UNI 接続であるが、NNI として NTT 東西殿と同条件で他の事業者も利用できることを望

む。 

今回新たに提供される優先パケット転送機能を利用すれば、IPoE 接続事業者または優先転

送事業者が、ベストエフォートではない優先クラスの VPN サービスを提供することが可能とな

る。 

一方、フレッツ・IPv6 オプションによる網内折り返し機能を利用して、NGN のユーザ自身が

VPN を構築することも従来から可能である。 

この両者の VPN が相互に接続できれば、NGN を利用した VPN 構築の自由度が大きく上が

り、より多くのユーザが利用すると考えられる。そのため、1 つの UNI 回線上で両者の接続が可

能となるよう、それを阻害するような制限が設けられないことを望む。 

2.NGN を活用したデータ系サービスの提供 

(3) 優先パケット識別機能 

今回新たに提供される優先パケット転送機能について、NGN の GW ルータと直接接続する

IPoE 接続事業者が利用できるだけでなく、IPoE 接続事業者と接続する優先転送事業者につい

ても、同様の機能が利用できることが望ましい。 

その際に、IPoE 接続事業者は特定の優先転送事業者だけを不当に差別することなく、公平

な条件でサービスが提供されることが必要である。 

2.NGN を活用したデータ系サービスの提供 

(4) その他 

現在提供されている光卸サービスは、NTT 東西殿との相対契約であるため各社に提供され

る条件が不透明であり、業界団体としてオープンな交渉ができない。 

一方、MVNOでは、接続メニュー、卸メニューもあり事業者が選択できる。NGNについても、接

続事業者が、接続約款による接続メニューを利用して光サービス機能を提供できるようにするこ

とにより、複数の事業者による適切な競争環境が構築されることを望む。 

3. NGN を活用した映像配信サービスの提供 現在のフレッツ・キャストサービスは、コンテンツ事業者向けに SNI で提供されているが、その

料金が高いためにコンテンツ事業者の利用が進んでいないのが実情である。 

そのため、新たにNNI接続によるサービスを提供することで、他の事業者がNGN上に映像配

信プラットフォームを構築することを促し、NGN を利用した映像配信に関して、より多くのコンテ

ンツ事業者が利用しやすくなるよう、複数の事業者による適切な競争環境が構築されることを
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望む。 

4. NGN 接続料の算定方法 

（1）NGN 接続料の算定について 

帯域換算係数に関しては、大量利用時に割引されることになり、新規参入事業者が不利にな

ることがある。 

新規参入事業者が不利にならないような配慮が必要と考える。 

5.その他 現状の東京、大阪のみの接続では、本来のインターネットの構造とは違い、スター型のネット

ワークにならざるを得ない。 

また、この構造は、災害時に分断されやすいネットワークとなり、自律分散で災害や攻撃に強

いネットワークから遠くなっている。耐災害性や地域活性化のための地域へのデータセンター分

散化において、東京と大阪のみで接続できないのでは、地方にデータセンターを設置してそこに 

データを置く意味が少なくなると思われる。 

耐災害性や地域活性化のために、IPoE 接続 POI を都道府県単位や地域ブロック単位とする

ことが必要である。 

IPoE のゲートウェイルータや PPPoE の網終端装置の仕様等については、接続事業者と NTT

東西殿が個別に NDA を結ぶため、事業者が広く情報を得て、議論、意見を言う場がない。 

情報の非対称性については、今後のネットワークサービスの展開や新規参入等による市場

の活性化等を阻害するものであり、オープンな場での検討の場が設置されることを望む。 

NTT 東西殿に PPPoE の網終端装置増設を申請してから、実施されるまでが半年～１年と長

期化してきている。 

現在のインターネットで１年先まで予測する事は不可能なので、最適な投資が出来ない。短

納期化をする事で、適切な予測と投資が出来ることを望む。 
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別紙 

 

意見対象項目 意見 

１．NGNを活用した音声サービ

スの提供 

(1) NGNとの IP-IP接続に係る

接続ルールに関して、検討す

べき事項はあるか。 

 

・PSTNから IP網への移行に伴い、当社も NGNと IP-IP接続を行うこ

とになりますが、既存のゲートウェイルータの高品目（10Gbps）

のポートとの接続は、当社や中小規模の接続事業者にとって過剰

設備になる可能性も高いことから、100Mbpsや 1Gbps の低品目のポ

ートの設定が必要と考えます。 

 また、NGNと IP-IP接続するインターフェースについては、事業者

間協議の結果を踏まえて、必要に応じてゲートウェイルータ以外

の機器の設定が必要であると考えます。 

５．その他、接続料の算定、接

続の手続、情報開示、コロケ

ーション等の全般に関して、

検討すべき事項はあるか。 

・PSTNから IP網への移行に伴い、特定の接続箇所を経由して NGNと

IP-IP接続を行うことになりますが、NTT東日本・西日本殿のメタ

ル IP電話・光 IP電話との間で通話するために、NGNの県間伝送路

を経由することになり、NGNの県間伝送路の依存度や重要性も今ま

で以上に高まり、不可避的に使用されることになるものと考えら

れます。従って、NGNの県間伝送路について、料金その他の提供条

件の適正性、公平性や透明性等を確保するための何らかの措置を

講ずる必要があると考えます。 

 

・NGNと IP-IP接続を行う際、当社の IP電話設備等に開発や改修等

が発生する見込みです。そのため、事業者間協議の場で整理され

ていない NTT東日本・西日本殿の設備でメタル IP電話・光 IP電

話との接続において接続事業者に何らかの影響を及ぼすおそれの

ある設備については、「網機能提供計画」の届出対象に追加してい

ただいた上で、その設備に係る機能の変更や追加に関するスケジ

ュールや移行方法等を含めた計画や技術仕様を早期に開示できる

ような措置が必要であると考えます。 

 

・接続事業者毎に設備対応状況等を踏まえて PSTNから IP-IP接続へ

の移行が行われることが想定され、順序性が生じることから、早

期に IP-IP接続を行い PSTNと接続廃止し IP網へ移行する接続事

業者と、後に IP-IP接続を行い PSTN と接続廃止し IP網へ移行す

る接続事業者とで接続料負担等において不公平な取扱いが生じな

いような考慮が必要になると考えます。 

 また、今後の PSTN においては、契約者減や PSTNの接続事業者減

に伴いトラヒックが大きく減少することにより、PSTN の接続料が

高騰する可能性が高いと考えられることから、特に後に PSTN と接

続廃止する接続事業者にとって過度な接続料の負担が生じること

が想定されることから、今後の NGN及び PSTN の接続料算定におい

て考慮が必要であると考えます。 

 

以上 
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「次世代ネットワーク（ＮＧＮ）等の接続ルールに関する意見募集」に関し、別紙の

とおり意見を提出します。 



別紙 

 

条項 具体的内容 

１．ＮＧＮを活用した音声サ

ービスの提供 

（２）そのほか、優先パケッ

ト識別機能及び優先パケット

ルーティング伝送機能を利用

することに関して、検討すべ

き事項はあるか。 

本機能の利用にあたっては複数の事業者（音声サービス提供事業

者、ISP 事業者、VNE 事業者、光コラボ事業者、NTT 東西など）間

で、連携した適切な申込・管理スキームが必要だと考えます。ま

た優先機能に関しては設計上、網内リソース（総優先帯域の上限

など）の上限が存在することも想定されます。 

優先機能のサービス品質維持や競争環境保護のため、当事者間で

の接続協議等を実施・合意の上で利用できるような契約形態の整

備ならびに、優先帯域の契約数および総優先契約帯域の情報等の

共有が実現される事を希望いたします。 
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別紙 

１．

ＮＧ

Ｎを

活用

した

音声

サー

ビス

の提

供 

（１） 優先パケット識別

機能及び優先パケットル

ーティング伝送機能を利

用するに当たり、情郵審答

申（平成 28 年（2016 年）

11 月）において、情郵審

から総務省に対し、現在Ｖ

ＮＥ事業者が接続してい

る「ＮＧＮにおけるゲート

ウェイルータについては、

10Ｇｂｐｓ又は 100Ｇｂｐ

ｓの単位のポートのみが

用意されていることから、

ＮＴＴ東日本・西日本に対

し、接続事業者からの要望

を踏まえ、ＮＧＮのゲート

ウェイルータと接続事業

者のＩＰ網を直接接続す

る場合は、より容量の小さ

いベースでの接続にも対

応するよう検討すること

を要請すること」が要望さ

れ、同日、総務省からＮＴ

Ｔ東日本・西日本に対し、

同内容の要請を行った。こ

の点について、今後、競争

事業者が優先パケット識

別機能及び優先パケット

ルーティング伝送機能を

利用することに関して、留

意すべき点はあるか。 

現在、IPoE 接続における NGNのゲートウェイルータ

のポートの貸し出し単位は 10Gbps・100Gbpsのみとな

っていますが、より小さい単位でのゲートウェイルー

タの接続が実現すれば、地域事業者がスモールスター

トで新規参入することが可能となり、また、新たな企

業の創業などの効果も見込まれることから、NGNの利用

促進につながると考えます。  

ただし、後述する通り、ゲートウェイルータやそれ

に付随する情報システム等が網改造によって設定され

ており、これらが高額であるため地域事業者の参入を

困難としています。これらの費用を一部の事業者のみ

で負担するのではなく、収容局接続機能の原価に算入

すること等、改善が必要です。 

（２） そのほか、優先パ

ケット識別機能及び優先

パケットルーティング伝

送機能を利用することに

NGNのオープン化が促進され、新たな機能が利用でき

るようになったことは歓迎です。しかしながら優先転

送機能においては、例えばハイパージャイアンツなど

によって優先パケットの買い占めが行われる恐れがあ



関して、検討すべき事項は

あるか。 

る等、懸念もあります。そのため、NTT東西殿や接続事

業者間における公平な NGNの利用方法について、議論

をする必要があると考えます。 

（３） 現在、固定電話網

の移行後のＩＰ網のある

べき姿については、情報通

信審議会電気通信事業政

策部会電話網移行円滑化

委員会において議論され

ているところである。現

在、競争事業者は、ＮＴＴ

東日本・西日本のＩＧＳ交

換機と接続して、ひかり電

話との発着信を実現して

いるが、移行後はＮＧＮと

ＩＰ－ＩＰ接続すること

によりＮＴＴ東日本・西日

本のひかり電話との発着

信を行うことになるとみ

られている。同委員会での

検討状況を踏まえつつ、Ｎ

ＧＮとのＩＰ－ＩＰ接続

に係る接続ルールに関し

て、検討すべき事項はある

か。 

― 

２．

ＮＧ

Ｎを

活用

した

デー

タ系

サー

ビス

の提

供 

（１） ＩＳＰ事業者によ

るＮＧＮの利用に関して、

検討すべき事項はあるか。 

■網終端装置（PPPoE 方式） 

NTT東西殿が設置した網終端装置は、現在複数ユーザ

のトラフィックが収容されている装置ですが、コンテ

ンツのリッチ化や OS等のアップデートに伴うネットワ

ークトラフィックの急増により網終端装置において輻

輳が発生しています。ネットワークの品質劣化に伴い

ユーザから多くのクレームを受けていることから、多

くの接続事業者は網終端装置の増強を NTT東西殿へ

度々要請しています。 

しかし、NTT東西殿は「収容ユーザ（セッション）数

を満たしていない」との理由から応じてくれない状況



であり、ISP事業者はユーザのネットワーク品質改善に

向けてなんら対応ができない状況です。網終端装置の

収容ユーザ数等の仕様は現状のインターネット利用環

境と大きく乖離していることから、NTT東西殿は設備増

強ポリシーをセッション数ベースからトラフィックベ

ースに変更する等、速やかに設備の収容ポリシー等の

見直しを行って頂くようお願いします。 

また、網終端装置の仕様等については、NTT東西殿と

接続事業者間の個別の NDAの上で情報開示されている

ことから ISP事業者同士のオープンな議論や団体交渉

ができない状況です。NTT東西殿は網終端装置の仕様等

を接続事業者全体へ開示することを要望します。  

 

■ゲートウェイルータ（IPoE 方式）  

IPoE方式のゲートウェイルータ費用は現在網改造料

として接続事業者が負担していますが、情報システム

料金と合わせ、これらの負担は接続事業者にとって非

常に高額であり、利用促進されるべき IPoE接続の新規

参入を阻む主な要因となっています。 PPPoE方式の網

終端装置は収容局接続機能の費用となっているにもか

かわらず、IPoE 方式のゲートウェイルータ（PPPoE方

式の網終端装置に相当）は網改造料として費用負担が

行われている状況であり、インターネットアクセスサ

ービスのコストの構造がいびつになっています。 この

ため、IPoE 方式のゲートウェイルータも PPPoE 方式と

同様に収容局接続機能に算入することが適切と考えま

す。 

ちなみに、網改造料はその明細が開示されず、NTT東

西殿の言い値で接続事業者が負担をさせられているこ

とから費用の明細の開示や入札状況の開示等により、

費用の低廉化や適正性を接続事業者が検証できるよう

な制度を要望します。 

（２） ＮＧＮを利用する

ＶＰＮサービスに関して、

検討すべき事項はあるか。 

― 



（３） 今般、第一種指定

電気通信設備接続料規則

の一部改正により、優先パ

ケット識別機能及び優先

パケットルーティング伝

送機能が新たに接続約款

のメニューに追加される

ことになる。ＮＧＮ上で優

先制御したデータ系サー

ビスの提供に当たり、これ

らの接続メニューを利用

する上で留意すべき点は

あるか。 

― 

（４） そのほか、ＮＧＮ

を活用したデータ系サー

ビスの提供に関して、検討

すべき事項はあるか。 

他事業者によるフレッツサービスの利用において

は、現在「光回線の卸売サービス」が提供されており

ますが、卸であるがゆえに、接続事業者に対する卸料

金やその他卸条件等については、NTT東西殿によって自

由に設定されている状況です。卸条件は、NTT東西殿と

接続事業者間の個別の NDAの上で開示されていること

から、ISP事業者同士のオープンな議論や団体交渉がで

きない状況です。「光回線の卸売サービス」と同等の機

能を接続料化することで、透明性を確保し、団体交渉

やオープンな議論を可能とすることで、より公正な競

争環境を作ることが大切であると考えます。  

ちなみに、当協会は NGNの提供が開始された当初よ

り、ISP事業者向けの NGNオープン化を求めてまいりま

した。当初、NTT東西殿は「特定の ISP事業者向けに接

続先を限定することができない」ことを理由に接続料

化（ISPによる料金設定）が困難と主張してきましたが、

ISP事業者に卸提供が行われている現在では、可能であ

ると考えます。 

３．

ＮＧ

Ｎを

活用

した

コンテンツ配信事業者等

の各種アプリケーション

サーバとＮＧＮを接続す

るためのインターフェー

ス（ＳＮＩ）について、Ｎ

SNIはコストが高いため、事業展開が行えなくなった

企業やそもそも新規参入が不可能な企業もあります。

現在、フレッツ・キャストの機能はコンテンツ事業者

向けに SNIで提供されていますが、接続ではないため

そのコスト算定も不透明であるという問題点があり、



映像

配信

サー

ビス

の提

供 

ＴＴ東日本・西日本は、平

成 20 年（2008 年）３月か

ら「フレッツ・キャスト」

の提供を開始した。この

「フレッツ・キャスト」の

ための機能に関して、検討

すべき事項はあるか。 

 

 

 

 

 

 

 

 

フレッツ・キャストと同等機能を NNIとすることによ

り、他事業者も NTT東西殿と同条件でコンテンツ配信

のためのプラットフォームを提供できるようにしてい

ただきたいと考えます。  

そもそも、NTT東西殿のみが提供可能なサービスが多

いことから、他事業者も NTT東西殿と同条件でサービ

ス提供が行えるよう、NTT東西殿と他事業者間の同等性

の確保が必要です。 

４．

ＮＧ

Ｎの

接続

料の

算定

方法 

（１） ＮＧＮは、ベスト

エフォート型と品質保証

型のサービスを統合的に

提供可能なＩＰ網である。

そのため、ＮＧＮの接続料

の算定に当たって、最優先

通信と高優先通信につい

ては、通信品質を確保する

ため、通信要求時の帯域に

対して一定の帯域を上乗

せするＱｏＳ換算係数（最

優先通信：1.20 倍、高優

先通信：1.16 倍）が用いら

れている。また、一般的に

ＩＰ系の装置価格につい

ては、帯域に応じてスケー

ルメリットが働くことか

ら、帯域換算係数（帯域 10 

倍に対しコストはＮＴＴ

東日本：約 2.6 倍、ＮＴＴ

西日本：約 2.5 倍（いずれ

帯域換算係数は、データ量が少ない地域事業者に不

利にならないように、負担の公平性について配慮をお

願いします。 



も平成 28 年度適用料金））

が用いられている。こうし

たＱｏＳ換算係数及び帯

域換算係数の適用に当た

り、検討すべき事項はある

か。 

（２） 現行のＮＧＮでは、

中継局接続機能のゲート

ウェイルータの費用（接続

用ポートの費用を除く。）

は網使用料として回収さ

れているが、他方で、ＩＰ

ｏＥ接続のゲートウェイ

ルータは網改造料で回収

されている。これに関し

て、検討すべき事項はある

か。 

― 

（３） ＮＧＮは、平成 20 

年（2008 年）３月の商用

サービスの開始に当たり、

中継局接続機能（10Ｇｂｐ

ｓメニューのみ）、収容局

接続機能（１Ｇｂｐｓメニ

ューのみ）、ＩＧＳ接続機

能、イーサネット接続機能

が接続約款に定められた。

これら４つの接続機能の

接続料の算定方法に関し

て、検討すべき事項はある

か。 

― 

（４） そのほか、ＮＧＮ

の接続料の算定方法に関

して、検討すべき事項はあ

るか。 

■IPoE-POIの単県化  

現在の IPoE 接続用の POIは東京、大阪のみに設置さ

れており、NGN内の長距離ネットワークの支払いが必須

であることから、特に地域事業者の場合は接続に係る

負担が大きくなります。また、一部の地域事業者に関

しては地域で接続を行い、地域独自のサービス等を提



供し、地域の ICTを促進している例もあります。 

これらの理由から、NTT東西殿においては単県 POIを

設置して頂くよう希望します。また、地域の POIをつ

くることにより、地域に閉じた VPNの構築等、利活用

の幅は広いと考えていますので、積極的に単県 POIを

設置して頂きたいと考えます。  

 

■県間 NWの第一種指定電気通信設備化 

NGNの県間ネットワークは非指定設備であることか

らそのコストが不透明になっております。第一種指定

電気通信設備化することで、低廉化されることを希望

します。また、県間ネットワークの入札状況が適正な

運用となっているかどうかも検証がおこなわれるとよ

いと考えます。 

５．

その

他 

その他、接続料の算定、接

続の手続、情報開示、コロ

ケーション等の全般に関

して、検討すべき事項はあ

るか。 

■情報開示 

NTT東西殿の設備開示が十分に行われていないため、

NGNの設備や構成等を接続事業者にオープンにして幅

広く議論していくことが必要と考えます。 

また、IPoE 方式のゲートウェイルータや PPPoE 方式

の網終端装置の仕様等つきましては、NTT東西殿と接続

事業者間の個別の NDAの上で開示されていることから、

団体交渉ができなくなり、各種接続条件やサービス内

容について接続事業者が広く情報を得て議論をする場

がありませんでした。 

この情報等の非対称性については今後の多様なネッ

トワークサービスの展開や新規参入等による市場の活

性化等を阻害しかねないと考えます。よって今回のよ

うな NGN及びこれに類するようなネットワークの利用

については、オープンでノンバインディングな検討の

場を設けることを要望いたします。 

 

■NTT東西殿利用部門との同等性確保 

他事業者が新たに接続を要望すると、NTT東西殿は

NTT東西殿が持つ設備とは別に新たに設備を構築して

いるため、接続事業者は NTT東西殿と比較して大きな

負担を強いられています。これは、NTT東西殿が設備を



構築する際に、他事業者も同様にその設備を使えるよ

うに構築していないためです。NTT東西殿と他事業者が

同等にサービス提供できるような手当が必要です。 

 

■IPoE-POIの単県化 

現状の東京、大阪のみの接続では、本来のインター

ネットのネットワークとは違い、中央集権型のネット

ワークにならざるをえません。また、これは災害時に

は非常に弱いネットワークとなってしまっているた

め、自律分散で災害や攻撃に強いネットワークとはほ

ど遠い構造になってしまっています。総務省殿が進め

る地域へのデータセンター分散化にしても肝心のラス

トワンマイルが東京と大阪のみでしか接続できないの

では、地方にデータセンターを設置してもそこにデー

タを置く意味が少なくなってしまいます。 

大災害や地方へのデータ移転や活性化、また都市部

と地方では差のあるトランジット価格差を少しでも是

正するためにも、都道府県単位での接続は必須である

と考えます。 

 

■網終端装置の短納期化 

網終端装置の増強申請が NTT東西殿により認められ

にくく、ユーザサービスに影響が出ていることは上述

したとおりですが、仮に増強が認められた場合でも申

請してからサービスインするまでの期間が半年～1年

と長期化してきています。現在のインターネット環境

で 1年先のトラヒックまで予測することは大変困難で

あり、最適なサービスの提供が行えないという問題点

が発生しています。短納期化をすることによって、適

切なサービス提供ができるようにして頂きたいと考え

ます。 

 

■ONU一体型ルータの開放 

当協会では次世代無線 LANシステム規格である NGH

を普及すべく各種活動を行っております。多くのフレ

ッツユーザ宅に設置されている宅内装置（ONU一体型ル



ータ）は NTT東西殿 1社によってフレッツと一体とな

った料金で提供されています。この状況は、ユーザが

技術革新に合わせて宅内装置を選択していく余地が少

ないことから、宅内環境が進展しにくい状況となって

います。このため、ONU一体型ルータ等の宅内装置の販

売や、顧客自身による設置を自由に行えるようにする

ことで、フレッツの料金が低減化するとともに、ユー

ザが自由に宅内装置を設置できるようになります。 

また、上述の通り、ONU一体型ルータは NTT東西殿の

専用装置となっているため、その設置には、ISP事業

者・NTT東西殿・顧客の工事調整が必要となり、短期開

通率を下げる原因ともなっています。顧客自身で設置

できるようにすることで、回線開通の期間をより短縮

し、利便性を高めていくことが重要であると考えます。 
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（別紙）  

「次世代ネットワーク（ＮＧＮ）等の接続ルールに関する意見募集」に対する

当社の考え 

１．ＮＧＮに係る指定設備規制について 

・情報通信市場では、モバイルブロードバンドの高速化やスマートフォンの普及等に

より、ユーザが、固定や無線といった通信サービスの区別を意識することなく、コ

ンテンツやアプリケーション、端末等を自由に利用するようになっており、ユーザの

選好の中心は、グローバルなプレイヤーが提供するコンテンツやアプリケーション、

端末等に既に移行しています。また、通話アプリのように、従来の通信キャリアが

提供してきたネットワークサービスが、インターネットを通じてブロードバンド上のア

プリケーションとして実現される等、ネットワークサービスとアプリケーションサービ

スの境目が失われつつあります。 

こうした市場環境の変化を踏まえ、イノベーションの促進による価値創造を競い合

う新たな競争のステージへと移行するため、当社は、バリューパートナーとして、

多様なプレイヤーによる新たなサービス創造を下支えしていくために、従来のビジ

ネスモデルから大きく自己変革を図ることとし、平成 27年 2月より「光コラボレーシ

ョンモデル」の提供を開始したところです。 

これにより、従来から電気通信事業を営んできたＩＳＰ事業者、携帯電話事業者及

びＣＡＴＶ事業者はもとより、これまでは電気通信事業を営んでいなかった不動産

分野、医療・介護分野、エネルギー分野といった異業種のサービス提供事業者が

参入することにより、当社のフレッツ光のみでは提供できなかった、ＦＴＴＨサービ

スを活用した新たな融合サービスが登場し始めています。 

今後更に新たな価値創造によるユーザ利便の向上や経済の成長を実現していく

ためには、規制による萎縮効果が働かないよう、原則は市場原理に委ねるべきで

あり、事前に規制を設けるのではなく、何らかの問題が発生した際に事後的に対

処を図ることが適切であると考えます。 

・また、そもそも、ＮＧＮは、ボトルネック設備であるアクセス回線と一体的に構築さ

れているとの理由から、第一種指定電気通信設備規制が課されていますが、国

内のブロードバンド市場においては、他事業者は、ルータ・ＳＩＰサーバ等の局内装

置を自ら設置し、アクセス回線も自ら敷設、あるいは当社がオープン化して提供す

るダークファイバ等を利用して、それぞれ独自のＩＰ通信網を構築しているところで

あり、ＮＧＮは他事業者が固定ブロードバンドサービスを提供する上で必要不可欠

な設備とはなっていません。また、アクセス回線のボトルネック性に起因する影響

はダークファイバ等のアクセス回線のオープン化によりＮＧＮとは遮断されている

ものと考えます。 



2 
 

 現に、ＮＧＮに依存することなく、独自のＩＰの通信網を構築している電力系事業者、

ＫＤＤＩ殿、ＣＡＴＶ事業者といった事業者との間で熾烈な競争が展開されているこ

とに加え、ＬＴＥやＷｉＭＡＸといった移動系ブロードバンドサービスも独自のＩＰ網を

構築し、高速化が進んでおり、それらは固定ブロードバンドサービスの代替サービ

スとして十分な役割を果たすようになっています。 

・ＮＧＮの接続ルールの検討にあたっては、このような市場環境・競争環境の変化を

踏まえ、今回の意見募集で掲げられた各項目の検討よりもまず、ＮＧＮを第一種

指定電気通信設備規制の対象から除外することについて議論をしていただきたい

と考えます。 

・仮に、ＮＧＮを第一種指定電気通信設備の対象から直ちに除外できないとしても、

その規制運用にあたっては、ＩＰ網に対して諸外国でも見られないような厳しい規

制を課すことによってネットワークの高度化を妨げ、我が国だけが世界的に見て

特異な競争環境にならないよう、また、サービス創造等の新たな価値創造の芽を

摘んだり、ビジネス変革による市場拡大に向けた取組みの妨げにならないように

すべきと考えます。 

 

２．ＮＧＮのオープン化について 

・ＮＧＮについては、これまでも、ＮＮＩ/ＳＮＩ/ＵＮＩのインタフェース条件（インタフェー

ス仕様、通信プロトコル、品質規定条件（転送品質クラス等）、接続形態等）をサー

ビス開始前から開示し、他事業者からのご意見を伺うとともに、1年間のトライアル

を実施する等、自主的にオープン化を進めてきました。ＮＧＮの接続ルールや接

続料の算定方法が整理された後は、接続条件の整理や接続料の算定を進め、接

続約款変更を行う等、ルールに則って対応してきました。また、サービス開始後も、

新たな網機能（優先クラスを利用したＩＰ通信を可能とする機能等）を追加する場合

には、その都度必要な情報開示を実施してきたところです。 

・優先パケット識別機能及び優先パケットルーティング伝送機能（以下、優先転送機

能）のアンバンドルについても、接続事業者のご要望の実現方法を当社から進ん

で提案する、事業者間協議等を通じて実現方法の具体化を図る、実現方法をご

理解いただくために必要な情報を積極的に開示していく等、接続事業者に優先転

送機能をご利用いただけるよう真摯に対応してきました。 

・更に当社は、多様なプレイヤーによる新たなサービス創造を促していくため、「光

コラボレーションモデル」を提供しており、卸先事業者の数は平成 28 年 12 月時点

で東西あわせて約 500社を超えるまでにまで拡大し、その卸契約数は約 800万契

約を超えております。これにより、従来から電気通信事業を営んできたＩＳＰ事業者、

携帯電話事業者及びＣＡＴＶ事業者はもとより、これまでは電気通信事業を営んで

いなかった不動産分野、医療・介護分野、エネルギー分野、教育分野、小売業分

野等といった異業種のサービス提供事業者が参入することで、当社のフレッツ光
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のみでは提供できなかった、ＦＴＴＨサービスを活用した新たな融合サービスが登

場しております。当社としては、引き続き、「光コラボレーションモデル」を活用した

ＮＧＮの利用促進にも積極的に取り組んでいく考えです。 

・当社としては、今後とも、接続事業者や卸先事業者等、他事業者からのご意見を

伺いながら、こうしたＮＧＮのオープン化や利用促進の取組みを積極的に進めて

いく考えです。ただし、その際、ＮＧＮでは、電話網と違って複数のサービス間で帯

域や処理能力といったリソースを共用し、ＳＩＰサーバ等による帯域確保や優先制

御の実現等の工夫をすることによって、様々なサービスを統合的に提供している

ことを踏まえる必要があります。ＮＧＮをどのようにどの程度利用するか等によっ

ては、当社、卸先事業者、既存接続事業者のサービスの品質や他のお客様の通

信に影響を及ぼす可能性があるため、新たなアンバンドル要望への対応にあたっ

ては、接続事業者が要望するＮＧＮとの接続形態、利用する機能、需要といった

具体的な要件を踏まえ、接続可否や利用条件、接続事業者が負担する費用等に

ついて、個々のご要望毎に丁寧に検討を進めていく必要があります。 

 

・なお、個別の論点に関する当社意見は以下のとおりです。 
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１．ＮＧＮを活用した音声サービスの提供 

意見対象項目 意見 

（１） 優先パケット識別機能及び優先パケットルーティング伝送機能を利

用するに当たり、情郵審答申（平成 28 年（2016 年）11 月）において、

情郵審から総務省に対し、現在ＶＮＥ事業者が接続している「ＮＧＮにお

けるゲートウェイルータについては、10Ｇｂｐｓ又は 100Ｇｂｐｓの単位のポ

ートのみが用意されていることから、ＮＴＴ東日本・西日本に対し、接続

事業者からの要望を踏まえ、ＮＧＮのゲートウェイルータと接続事業者

のＩＰ網を直接接続する場合は、より容量の小さいベースでの接続にも

対応するよう検討することを要請すること」が要望され、同日、総務省か

らＮＴＴ東日本・西日本に対し、同内容の要請を行った。この点につい

て、今後、競争事業者が優先パケット識別機能及び優先パケットルーテ

ィング伝送機能を利用することに関して、留意すべき点はあるか。 

・ＮＧＮのＩＰｏＥ接続に係るゲートウェイルータの接続用ポートについて、

現在提供している 10Ｇｂｐｓまたは 100Ｇｂｐｓ以外に容量の小さいインタ

フェースを求める具体的な利用要望が接続事業者からあれば、優先転

送機能の利用如何にかかわらず、技術的に可能な限り提供していく考

えです。 

・なお、ＩＰｏＥ接続用ポートの小容量化については、現在ＮＧＮと接続し、Ｉ

ＳＰ事業者等に小容量の接続を仲介して提供しているＶＮＥ事業者のビ

ジネスへの影響にも留意すべきと考えます。 

 

（３） 現在、固定電話網の移行後のＩＰ網のあるべき姿については、情報

通信審議会電気通信事業政策部会電話網移行円滑化委員会において

議論されているところである。現在、競争事業者は、ＮＴＴ東日本・西日

本のＩＧＳ交換機と接続して、ひかり電話との発着信を実現しているが、

移行後はＮＧＮとＩＰ－ＩＰ接続することによりＮＴＴ東日本・西日本のひか

り電話との発着信を行うことになると見られている。同委員会での検討

状況を踏まえつつ、ＮＧＮとのＩＰ－ＩＰ接続に係る接続ルールに関して、

検討すべき事項はあるか。 

 

・ＩＰ網移行後のＩＰ－ＩＰ相互接続の在り方については、現在電話網移行

円滑化委員会においても検討いただいているほか、事業者間の意識合

わせの場においても活発な議論を交わしながら、「電話を繋ぐ機能」の

在り方等、業界全体の課題について事業者間のコンセンサスを得るべ

く一つ一つ丁寧に議論を積み重ねてきており、今後も、移行方法等の議

論を進めコンセンサスを形成していく考えです。 

・したがって、ＩＰ－ＩＰ接続の在り方については、ＮＧＮの接続ルールの検

討対象として取り上げるのではなく、電話網移行円滑化委員会や事業

者間の意識合わせの場で整理を進めるべきであると考えます。 
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２．ＮＧＮを活用したデータ系サービスの提供 

意見対象項目 意見 

（２） ＮＧＮを利用するＶＰＮサービスに関して、検討すべき事項はある

か。 

 

・様々なサービス提供事業者がインターネットというグローバルかつオー

プンな基盤を通じて、日本のみならず海外からも様々なＶＰＮサービス

（ＵＬＴＩＮＡ ＶＰＮ（ソフトバンク）・Ｃｌｏｖｅｒｎｅｔ ＶＰＮ（ＮＥＣネクサソリュー

ションズ）・Ｖｅｒｏｎａ（ＡＭＩＹＡ）等）の提供を行っています。 

・このようなサービスについては、既に多数の事業者がＮＧＮとのＩＳＰ接

続等を利用して、当社ＮＧＮユーザ間や当社ＮＧＮユーザとモバイル等

他の通信サービスユーザ間のＶＰＮサービスを提供する等、ＮＧＮユー

ザに対するサービスの提供・競争は進展しているところです。 

・したがって、ＶＰＮサービス提供先の一部に過ぎないＮＧＮユーザのみを

対象とした「ＮＧＮを利用するＶＰＮサービス」を切り出して、これを規制

するような検討はすべきでないと考えます。ＩＰ網に対して諸外国でも見

られないような規制を課すことによって、我が国だけが世界的に見て特

異な競争環境にならないようにすべきであると考えます。 

（３） 今般、第一種指定電気通信設備接続料規則の一部改正により、

優先パケット識別機能及び優先パケットルーティング伝送機能が新たに

接続約款のメニューに追加されることになる。ＮＧＮ上で優先制御したデ

ータ系サービスの提供に当たり、これらの接続メニューを利用する上で

留意すべき点はあるか。 

 

・優先転送機能のデータ通信での利用については、これまで検討してきた

音声通信での利用と比べて、ネットワークへの負荷が大きくなる可能性

があり、当社、卸先事業者、接続事業者のサービスの品質や他のお客

様の通信に影響を及ぼす可能性が増すことになることから、当社として

も、要望事業者と密接に協議しつつ、丁寧に検討を進めていく考えで

す。  
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３．ＮＧＮを活用した映像配信サービスの提供 

意見対象項目 意見 

コンテンツ配信事業者等の各種アプリケーションサーバとＮＧＮを接続す

るためのインターフェース（ＳＮＩ）について、ＮＴＴ東日本・西日本は、平

成 20 年（2008 年）３月から「フレッツ・キャスト」の提供を開始した。この

「フレッツ・キャスト」のための機能に関して、検討すべき事項はあるか。 

 

・様々なコンテンツ・アプリケーション提供事業者がインターネットというグ

ローバルかつオープンな基盤を通じて、日本のみならず海外からも

様々な映像配信サービス（Ｎｅｔｆｌｉｘ・Ｈｕｌｕ等）の提供を行っています。 

・このようなサービスについては、既に多数の事業者がＮＧＮとのＩＳＰ接

続等を利用して、当社ＮＧＮユーザに対して、映像配信サービスを提供

する等、ＮＧＮユーザに対するサービスの提供・競争は進展しているとこ

ろです。 

・したがって、映像配信先の一部に過ぎないＮＧＮユーザのみを対象とし

た「ＮＧＮを利用する映像配信サービス等」を切り出して、これを規制す

るような検討はすべきでないと考えます。ＩＰ網に対して諸外国でも見ら

れないような規制を課すことによって、我が国だけが世界的に見て特異

な競争環境にならないようにすべきであると考えます。 
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５．その他 

意見対象項目 意見 

その他、接続料

の算定、接続の

手続、情報開

示、コロケーショ

ン等の全般に

関して、検討す

べき事項はある

か。 

 

＜ＮＧＮの情報開示について＞ 

・ＮＧＮの情報開示については、ＮＧＮのサービス開始前からＮＮＩ/ＳＮＩ/ＵＮＩのインタフェース条件（インタフェース仕様、通信プロト

コル、品質規定条件（転送品質クラス等）、接続形態等）を開示し、他事業者からのご意見を伺うとともに、1 年間のトライアルを

実施する等、自主的にオープン化を進めてきました。また、サービス開始後も、新たな網機能（優先クラスを利用したＩＰ通信を可

能とする機能等）を追加する場合には、その都度必要な情報開示を実施してきたところであり、今般の優先転送機能の提供に

おいても、協議等において接続に必要な情報（本機能に係る設備構成や仕組み、接続料の概算額等）について可能な限り開示

に努め、また、接続事業者のご要望の実現方法を当社から進んで提案する等、優先転送機能の実現に向けて真摯に対応して

きました。このように、接続事業者が当社利用部門と同様のサービスをＮＧＮと接続して実現するために必要となる情報は既に

開示しております。 

・今後も、接続事業者が新たにＮＧＮを利用する上で必要な情報の提供・開示には、他事業者のご要望も踏まえながら、可能な限

り取り組んでいく考えです。 

・なお、電話網移行円滑化委員会（第 26 回）において、ソフトバンク殿より優先転送機能に係る協議において当社からの情報開示

が不十分であった旨を指摘する資料が提示されましたが、同委員会に当社から提出した資料にあるとおり、ご指摘の情報につ

いては当社より提示しているか、当該情報開示の依頼自体をいただいていなかったものと認識しています。そうした事実誤認や

双方のコミュニケーション不足による行き違い等により協議が停滞することがないよう、双方がドキュメントでの確認を徹底する

等、円滑な協議の実現に努めていく考えです。 

 

＜ルータ等への網機能提供計画の届出義務の拡大について＞ 

・前述の通り、新たな網機能を追加する場合には、既存の情報開示告示に則り、その都度必要な情報開示を実施してきたところ

であり、またソフトバンク殿との優先転送機能に係る協議等、ＮＧＮとの接続に係るご要望をいただいた際には、接続に必要な情

報について自主的に可能な限り開示に努めてきたところです。 

・電話網移行円滑化委員会（第 26 回）においても、優先転送機能に係る協議の経緯を確認し、要因は双方のコミュニケーション不

足であり、まずはそれを解消するための環境整備が重要との認識が示されました。当社としては、今後も双方のコミュニケーショ
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ン不足による行き違い等により協議が停滞することがないよう、双方がドキュメントでの確認を徹底する等、円滑な協議の実現

に努める考えであり、ルータやＳＩＰサーバ等のＮＧＮ設備が網機能提供計画の届出対象でないことが、協議の進展を妨げてき

たものではないと考えます。 

・電話網移行円滑化委員会において、ＮＧＮのオープン化に向けた情報開示促進の一環として、ルータ・ＳＩＰサーバ等の設備を

「網機能提供計画」の届出対象にすべきとの議論が提起されていましたが、今後、情報開示の在り方を検討されるとしても、具

体的にどのような情報開示が不足しているのか等、必ずしも課題が明らかになっていない中で、ルータ・ＳＩＰサーバ等の設備が

工事開始日の原則 200 日以上前に届出を要する「網機能提供計画」の対象とされれば、柔軟かつ機動的なサービス提供に支

障が生じるため、変化が激しく競争や技術革新が進展しているＩＰ系サービス市場において、競争環境を歪め、利用者利便を損

ないかねないという問題が生じることになります。 

・したがって、今後、ルータ・ＳＩＰサーバ等に係る情報開示ルールの充実を図っていく場合には、まずは事業者間協議の実態を踏

まえた課題の抽出・分析を行った上で、事前開示が必要な情報と協議を通じて開示すべき情報の仕分けを進める等、当社とし

ても、ＮＧＮの利用促進の観点から、情報開示の内容等について、丁寧に検討し、積極的な情報開示の実現に向けて対応して

いく考えです。以上を踏まえると、ルータ・ＳＩＰサーバ等の設備を「網機能提供計画」の届出対象にする必要はないものと考えま

すが、仮に部分的にそれが必要であるとしても、上述のとおり、利用者利便を損なうことがないよう、技術の進展やサービスの

高度化に即応可能としていただく必要があると考えます。 

・また、情報通信審議会 電気通信事業政策部会の一次答申（案）において、第一種指定電気通信設備の機能を廃止する計画に

ついても、「網機能提供計画」の届出対象とする方向で整理がなされていますが、機能の廃止にあたっては、当該機能を利用す

る事業者との間で事前協議を丁寧に行い、廃止・移行に係る接続事業者の対応期間を十分に確保することとなることから、機

能を廃止する計画の「網機能提供計画」の届出対象への追加は不要であると考えます。また、少なくとも、機能を廃止する計画

の「網機能提供計画」の公表については、廃止対象機能を利用している接続事業者等のユーザに対して、廃止対象機能を利用

することなく自前設備等で事業展開している他の事業者が営業活動を開始する契機になる等、当該接続事業者等の事業への

影響が大きい場合があることから、その是非については慎重に考える必要があります。 

・なお、ＰＳＴＮからＩＰ網へ移行後は当社のＮＧＮを含む各社のＩＰ網は原則二社間での直接接続となり、お互いに対等な関係で繋

ぎ合うこととなるため、ＮＧＮの情報開示だけを推し進めるのではなく、接続事業者も含め相互に情報提供を進めていくことが重

要であると考えます。 
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「次世代ネットワーク（ＮＧＮ）等の接続ルールに関する意見募集」に関し、別紙のとおり意見を提出

します。
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別紙 
 

意見対象項目 意見 
1.NGN を活用した音声サービスの提供について 
（1）ゲートウェイルータのポート貸出単位につい

て 
NGN のゲートウェイルータにおけるポート単位の

提供帯域の細分化を希望します。 
現在 NGN が VNE に解放しているポート単位の帯

域は、弊社のような小規模事業者には必要十分以上

のスペックであり、設備、接続コストも、余剰かつ

高額になることが想像されることから、ゲートウェ

イルータの提供帯域の細分化を希望致します。 
（2）その他、優先転送機能の利用に関して留意す

る点 
NGN アンバンドルの事業者間協議に際し、NTT 殿

は事業者の情報開示の要請に対して引き続き積極

的に情報をご開示頂き、事業者間協議が速やかに進

む様ご配慮頂けることを希望致します。 
（3）IP-IP 接続の接続ルールに関し検討すべき事

項 
PSTN から IP 網移行に伴う NGN との IP-IP 接続

においては、全事業者が NTT 殿と接続において調

整を図ることになり、事前協議並びに事前調査申込

書等、ある程度の期間を要する調整が事業者間で必

要になると考えております。2025 年という時間的

制約のあるなかでの移行になりますので、IP 網で

の新たな接続では合理的な手続きとスケジュール

の調整が必要になると考えております。 
また、PSTN 移行先の IP 網では、NGN の県間伝

送機能の利用が想定されることから、県間伝送にか

かるコストも透明性を確保すべく指定電気通信設

備とし、コストの透明性を確保すべきと考えます。 
2.NGN を活用したデータ系サービスの提供について 
（3）優先転送機能を利用してデータ系サービスを

利用する上で留意すべき点 
今回新たに追加される当該機能のアンバンドルは

音声・データに限らず行われるようになり NGN 利

用促進に繋がり望ましいことだと考えます。 
当該機能の新たな利用の要望があった際は、NTT
殿は事業者間協議が速やかに完了する様、今後とも

必要な情報を積極的に開示すべきと考えます。 
 
また、現在審議されている優先パケット識別並びに

ルーチング伝送機能にかかる接続料の在り方では、

トラヒックが大きい事業者が割引され安い接続料

を負担することになっていることから、既にひかり

電話で 1700万ものユーザーをもつNTT殿と比べ、
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小規模事業者や新規参入事業者が不利な状況です。

等しい条件で利用できるような仕組みづくりが必

要と考えます。 
（4）その他、データ系サービス提供に関し検討す

べき事項 
現在「サービス卸」として提供されているサービス

の接続メニュー化を希望します。 
サービス卸相当の機能を接続メニューとして設定

することで、コストが明確になり、事業者間競争が

促進され、結果的に利用者利便につながると考えま

す。 
3.NGN を活用した映像配信サービスの提供について 
（1）フレッツキャストのための機能に関して検討

すべき事項 
現在フレッツキャストは NNI では提供されておら

ず、そのコストの算定根拠は公にはなっておりませ 
ん。 
同サービスの NNI 化を促進することで、コストの

透明性並びに事業者間競争が促進され、結果的に利

用者利便につながると考えます。 
4.NGN の接続料の算定方法について 
（1）QOS 換算係数及び帯域換算係数の適用にあた

り、検討すべき項目について 
必要帯域は事業者規模や参入のタイミング、提供サ

ービスの内容により差が生ずることが想像されま

す。 
現在の帯域換算係数を用いた接続料は、帯域を多く

使用する事業者が有利に働くような算出になって

おり、帯域をあまり必要としないサービスやトラヒ

ック流量の少ない事業者、新規参入事業者にとって

必ずしも有意義な算出方法になっていないと思わ

れます。設定される接続料が、公平な競争環境が阻

害されることの無いよう、事業者が利用トラヒック

の大小に関係なく平等になる接続料が算定される

ことを希望します。 
（4）その他、NGN の接続料算定方法に関して検

討すべき事項について 
PSTN から IP 網への移行後、他事業者からメタル

IP電話並びにNTT殿ひかり電話への接続は、NGN
の県間伝送機能を使うことになるのではないかと

考えております。 
県間伝送にかかるコストも透明性を確保すべく指

定電気通信設備とし、県間伝送にかかるコストの透

明性を確保すべきと考えます。 
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意見対象項目 意見 

１．ＮＧＮを活用した音声サービ

スの提供 

（１）については、弊社のような特定地域のみをカバーしてい

る小規模通信事業者が利用できるような単位での接続を希

望する。 

（３）NTT 東西様の提供は県内通信に留まるという制限とひか

り電話は県間をサービスできる例外形態が何故起こっている

のか等分かりにくくなっており、PSTN マイグレーションにおい

ても接続の順序や方式に関わり、その合理的な説明に留意

が必要ではないかと思う。 

４．ＮＧＮの接続料の算定方法 弊社のような小規模事業者でも本制度を利用しやすくして、

その結果ユーザーにメリットのあるサービスを構築するために

は網改造料では利用しずらく、網使用料として明記・定義さ

れる形でその提供を受け得ることを希望する。 

５．その他 ひかり電話はサービス開始当初直収電話扱いであったため

弊社が有する００XYの国際・選択中継呼の登録を排除してい

た。（当社では００XYの展開依頼については数億の工事費が

必要という事前協議の段階で接続依頼をあきらめてしまった

という経緯）ただし NTT 東西様が公共性の高いと判断された

０AB０については現時点でも、その通話を許容していることを

みると、接続する機能としては有していると思われる。現在で

はひかり電話自体が指定電気通信設備として指定されている

ので、当該接続に関しては接続約款で基本機能として取り扱

えるようになることを希望する。 

 

以上 



 1 

意見書 
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電気通信事業部料金サービス課 御中 

 

郵便番号 163-8003 
住  所  

と う き ょ う と し ん じ ゅ く く に し し ん じ ゅ く に ち ょ う め さ ん ば ん に ご う
東京都新宿区西新宿二丁目３番２号 

氏  名   ＫＤＤＩ
かぶしきがいしゃ

株式会社 
代表 E

だ い ひ ょ う
AAE取締役 E

と り し ま り や く
AAE社長 E

し ゃ ち ょ う
A AE田中 E

た な か
A A E孝司 E

た か し
 

 

 

 

 

 

「次世代ネットワーク（ＮＧＮ）等の接続ルールに関する意見募集」に関し、別紙のとおり意見を提
出します。 

（文中では敬称を省略しております。） 
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【別紙】 
意見対象項目 弊社意見 

１．NGN を活用した音
声サービスの提供 
 
（３）NGN との IP-IP
接続に係る接続ルールに
関して、検討すべき事項
はあるか 
 

■NGNの県間利用に係る第一種指摘電気通信設備同等の規律の適用 
NTT東・西の NGNの県内通信に係る設備は、ボトルネック性を有する光アクセス回線と一体として設置される設備であり、現行

制度において第一種指定電気通信設備に指定されておりますが、NGNの県間通信に係る設備（県間伝送路、県間中継ルータ
等）は、第一種指定電気通信設備ではなく、第一種指定電気通信設備に関する制度の適用を受けておりません。 
現状においても、NGNで提供されるNTT東・西の0ABJ-IP電話は、0ABJ-IP電話市場において55％という高いシェア（※1）

を有しておりますが、PSTNから IP網への移行に伴い、NGNはボトルネック設備であるメタル回線と一体として設置される設備にもな
ることから、その不可欠性や基幹的な通信網としての性格が増々強まることになります（固定電話の契約数における NTT東・西の
加入電話及び 0ABJ-IP電話の合計の事業者シェアは 70.7％（※1））。 
あわせて、NGN との IP-IP接続は、「電話を繋ぐ機能」を介して接続し、同機能を提供する POIの設置場所・箇所数が NTT

東・西２か所程度に集約・制限されることから、今後、NTT東・西間の NGN ユーザ同士の通話や競争事業者と NGN ユーザとの
通話の疎通において、NGNの県間通信に係る設備の依存性がさらに強まり、不可避的に使用されることになります。 
したがって、NGNの県間通信に係る設備についても、第一種指定電気通信設備同等の規律を課すことが必要であり、料金その

他の提供条件に係る適正性・公平性・透明性を確保し、公正な競争環境の構築が必要であると考えます。 
 
（※1）総務省「電気通信サービスの契約数及びシェアに関する四半期データの公表」 （平成 28年度第 2四半期（9月末））より 

 
■IP-IP接続の開始時期等の違いによる接続料負担等の公平性の確保 

NGN との IP-IP接続及び PSTNから IP網への移行については、今後、関係事業者間や電話網移行円滑化委員会等におい
て具体的な時期や方法等が議論されることになりますが、新たに IP-IP接続を行うにしろ、PSTNから IP網へ移行するにしろ、全関
係事業者同時に IP-IP接続を行なったり、PSTNから IP網へ移行ができる訳ではなく、必ず、接続や移行に係る順序性が生じるこ
とが想定されます。 
このため、NGN との IP-IP接続を先に行う事業者と後で行う事業者、又は、PSTN から IP網への移行を先に行う事業者と後で

行う事業者で、その順序性に起因して、接続料負担等において不公平な取り扱い（例えば、先に接続を行った事業者に多大な接
続料負担が生じる等）が生じないような検討が必要です。 
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２．NGNを活用したデー
タ系サービスの提供 
 
（１）ISP事業者による
NGN の利用に関して、検
討すべき事項はあるか 

■網終端装置の増設基準の緩和・柔軟化 
現在、ISP事業者が利用する網終端装置の増設可否は、各網終端装置へ同時接続可能なセッション数の上限値を基準とし

て、上限値を超える見込みがある場合のみ網終端装置の増設が認められておりますが、時代とともに１ユーザあたりの利用トラフィッ
クが増加してきていることから、網終端装置に接続されるセッション数が上限値に達する前に、網終端装置と ISP事業者との間の接
続帯域（1Gbps）が逼迫するケースが出てきております。 
しかしながら、上述の基準があるために網終端装置の増設ができず、ISP事業者においてインターネット接続サービスの品質維持

が困難となるケースが出てきております。結果として、NGN においてインターネット接続を利用するユーザのサービス品質が劣化し、ユ
ーザ利便を損なうことになっております。 
したがって、網終端装置の増設基準について、時代の流れに合わせた見直し（例えば、トラフィック容量についても考慮して柔軟

な増設に対応する、サービス品質を維持できるような代替手段を提供する等）が必要であると考えます。 
 
＜１ユーザあたりの利用トラフィック（※2）＞ 

 2011年 5月 2012年 5月 2013年 5月 2014年 5月 2015年 5月 2016年 5月 

１ユーザあたりの利用トラフィック 44.1kbps 49.3kbps 64.2kbps 80.4kbps 123.5kbps 181.3kbps 

（※2）総務省「我が国のインターネットにおけるトラヒックの集計結果」（2016年 5月分）の１契約当たりのダウンロードトラヒックより 

 
■網終端装置のサービスタイプ毎の収容制限の緩和 

ISP事業者からの申込による網終端装置の設置にあたって、フレッツの各サービスタイプ（ネクストファミリー、ネクストマンション等）
の収容の仕方が技術条件として定められており、同一の網終端装置群に収容されるサービスタイプの種類は同一である必要がありま
す（例えば、Ａサービスのアクセス回線として利用するフレッツ光ネクストファミリーとＢサービスのアクセス回線として利用するフレッツ光
ネクストファミリーは、必ず、同じ網終端装置群に収容しなければならない）。 
そのため、例えば、フレッツ光ネクストファミリータイプを、より品質を重視したいユーザ向けＡサービスとより価格を重視したいユーザ向

けＢサービスの両方のアクセス回線として利用したいケースがあったとしても、収容する網終端装置群が同一になることにより、サービス
品質等の区別を行うことができないため、そのような柔軟なサービス提供を行うことができません。 

ISP事業者が柔軟なサービス提供やサービス品質の設計等を行えるよう、上述の条件の緩和（例えば、認証情報を用いて、同
一サービスタイプであっても網終端装置群の中から接続する網終端装置を選択して収容が可能となる等）が必要です。 
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３．NGN を活用した映
像配信サービスの提供 
 

■接続事業者の要望に応じた接続インタフェースの設定 
現状、SNI収容ルータの接続インタフェースについては1Gbpsのものしか用意されておりませんが、接続事業者から具体的な要望

があった場合は、低速インタフェース（例：100Mbps以下）や高速インタフェース（例：10Gbps以上）等についても接続インタ
フェースとして提供し、利用するインタフェースに見合った適切な接続料負担で利用できるようにすることが必要です。 

４．NGN の接続料の算
定方法 
 
（１）QoS換算係数及
び帯域換算係数の適用
に当たり、検討すべき事項
はあるか 

■帯域換算係数の見直しの必要性について 
中継ルータや中継伝送路等の共用設備に係るコストを関係する

接続機能へ配賦するために、QoS換算係数及び帯域換算係数を
用いた「ポート実績トラフィック比」が用いられています。帯域換算係
数については、一般的に、IP系の装置が帯域差に比して装置価格
差を生じさせるものではないこと、すなわちスケールメリットが働く点に着
目して、そのスケールメリットを勘案した場合のトラフィックを推計するた
めに用いられています。 
しかしながら、帯域換算係数は、各機能のエッジ設備（GW ルー

タ等）の NGN側の１ポートあたりのトラフィック差に応じて適用される
ことになっているため、例えば、右図のように、Ａ機能とＢ機能で中継
ルータを通過するトラフィック差が 10倍（1G:10G）であっても、帯域換算係数が 1:6.7（帯域 10倍ごとにコストが 2.6倍の場
合）の場合は、「帯域換算後のポート実績トラフィック比」は、1（1×1ポート）:2.6（2.6×1 ポート）となり、中継ルータのコスト
はＡ機能とＢ機能に 1:2.6でコスト配賦されています。すなわち、Ｂ機能はＡ機能に比べて、中継ルータのトラフィックリソースを 10
倍消費しているにも関わらず、中継ルータのコストはＡ機能のわずか 2.6倍しか負担していないことになっています。 
通常、中継ルータや中継伝送路といった設備は、当該設備を通過する各機能のトラフィックを処理できるだけの設備を用意すると

いうことを考えれば、そのコスト配賦については、帯域換算係数を適用せずに、当該設備を通過又は確保した機能毎の実際のトラフ
ィック量に応じてコスト配賦を行うのが適切だと考えます。 
現行の算定では、帯域換算係数を適用することによって、高トラフィックを有する機能のコスト配賦を過度に抑制する算定となって

いることから、帯域換算係数の廃止を前提にコストの配賦方法について見直しを行うべきです。 
５．その他 
 

■光ファイバの耐用年数の政策的な見直しについて 
光ファイバの耐用年数見直しについては、2008年度にそれまで採用していた法定耐用年数（10年）から使用実態を踏まえた

中継ルータ

GWルータ GWルータ

トラフィック
1G

トラフィック
10G

＜Ａ機能＞ ＜Ｂ機能＞
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経済的耐用年数（架空15年、地下21年）に変更され来年度で10年が経過することになります。 
加入光ファイバに係る接続料を低廉化させ、メタルから光への移行を促すために、接続料算定に用いる経済的耐用年数について

は、政策的に、例えば、5年・10年といった期間毎に、又は、将来原価方式での接続料申請毎（補正申請時は含まず）に、定期
的な見直しを実施することを検討すべきです。 

 

 
 
■資本構成比の算定方法見直しについて 

NTT 東・西の接続料に係る報酬額を算定するための資本構成比は、現在、レートベースの構成資産に係る資金調達の実態等
をできるだけ反映させた資本構成比を用いる手法が用いられています。具体的には、レートベースの構成資産にあわせた資本構成
比を算出するために、貸借対照表上の簿価からレートベースに含まれない「流動資産等」を全て「有利子負債以外の負債」から圧
縮した資本構成比が採用されています。 
しかしながら、圧縮する「流動資産等」の構成要素に着目すると、全てが流動資産という訳ではなく、投資有価証券や関係会社

株式等といった「投資その他の資産」に区分される固定資産が３分の１程度含まれており、現在の算定においては、これら固定資
産が「有利子負債以外の負債」（主に流動負債）から賄われていることになっています。 
これは投資有価証券や関係会社株式等に資金を投入すればするほど、「その他負債」が圧縮され、報酬額の算定に用いる資本

構成比の自己資本比率が高まることを意味しています。すなわち、レートベースに関係のない投資や関係会社株式等に資金を回す
ことで、レートベースに係る報酬額を増加させることができる算定になっており、第一種指定電気通信設備に係る報酬額算定として
は不適切です。 
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投資有価証券や関係会社株式等は長期保有を前提とした勘定科目であることから、原則、長期資金で賄うと考えるべきであ

り、また、NTT東・西のような安定した大企業の場合は、有利子負債の固定負債（長期借入金等）で賄うよりは、安定した自己
資本で賄うと仮定した方が自然であると考えます。 
したがって、現在の算定のように、「流動資産等」を全て「有利子負債以外の負債」から圧縮するのではなく、「投資その他の資

産」（固定資産）は自己資本から圧縮し、それ以外の「流動資産」を「その他負債」から圧縮した方が、より実態に即した算定にな
ると考えます。 
 
■分岐端末回線接続料の算定精緻化 

流動資産等の内訳

投資その他の資産
（固定資産）

205,241

流動資産
542,126

※投資その他の資産：投資有価証券、関係会社株式等
※端数処理の関係で、見た目上の数字の合算値と合計値が多少異なる

流動資産の理論値
148,138

圧縮対象

599,230

その他の負債内訳

固定負債 34,483

流動負債
473,874

退職給付引当金

231,974

流動資産
の圧縮

＜下記はNTT東の場合（H26稼働ベース）＞
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加入光ファイバの接続料は、分岐端末回線の実績コストが接続会計で把握できないことから、分岐端末回線の創設費を基に、
網改造料の算定方式に準じて接続料を算定し、加入光ファイバの全体コストから分岐端末回線コストを除いた残りが主端末回線コ
ストとなっています。 
分岐端末回線コストは、現行の算定上、償却状況の反映がなく、耐用年数で算定された減価償却費がそのまま計上され続ける

ことから、仮に、分岐端末回線が全て耐用年数の 15 年を経過した状況であっても、減価償却費のコストが計上された接続料を負
担しなければなりません。一方で、お客様解約時に分岐端末回線を設備撤去した場合は、撤去時に引込設備の未償却残高を一
括で負担することから、耐用年数の 15年以内で設備撤去を行った場合は適切なコスト負担になっています。 
また、加入光ファイバの全体コストは、分岐端末回線部分も含めて実際の償却状況が反映されたコストとなっていることから、結果

として、年数が経過し、償却が進めば進むほど、分岐端末回線では負担すべき実際のコスト以上のコストを負担し、主端末回線で
は負担すべき実際のコストより少ないコスト負担で済むことになります。このことにより、シェアドアクセスにおいては収容効率の差によ
り、接続料負担の不公平性が生じることになります。 
したがって、これら不公平性を解消する見直しが必要であり、例えば、分岐端末回線の接続料を耐用年数経過前・経過後で分

けて適用する（通常の網改造料の考え方と同等）ことで、これら問題点を解消することができます。 
 
＜現行の算定方法＞ 
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適正負担

お客様解約時、撤去主体の事
業者と残置主体の事業者で接
続料負担の不公平が発生。
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＜改善案（耐用年数経過前・経過後で接続料を分けて適用）＞ 
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「次世代ネットワーク（ＮＧＮ）等の接続ルールに関する意見募集」に関し、別紙のとおり提案書を提出しま

す。 
 

 



1 
 

 
１．ＮＧＮを活用した音声サービスの提供 
 （１） 優先パケット識別機能及び優先パケットルーティング伝送機能

を利用するに当たり、情郵審答申（平成 28 年（2016 年）11 
月）において、情郵審から総務省に対し、現在ＶＮＥ事業者が接続
している「ＮＧＮにおけるゲートウェイルータについては、10Ｇｂｐｓ又
は 100Ｇｂｐｓの単位のポートのみが用意されていることから、ＮＴＴ
東日本・西日本に対し、接続事業者からの要望を踏まえ、ＮＧＮのゲ
ートウェイルータと接続事業者のＩＰ網を直接接続する場合は、より容
量の小さいベースでの接続にも対応するよう検討することを要請すること」
が要望され、同日、総務省からＮＴＴ東日本・西日本に対し、同内容
の要請を行った。この点について、今後、競争事業者が優先パケット識
別機能及び優先パケットルーティング伝送機能を利用することに関して、
留意すべき点はあるか。 

現在、IPoE接続における NGN のゲートウェイルータのポートの貸し出し単位は
10Gbps・100Gbpsのみとなっていますが、より小さい単位でのゲートウェイルータの接続
単位が欲しいと考えております。これらによっては、地域事業者の新規参入や新たな企業
投資効果などが見込まれ、NGN の利用促進につながると考えます。  
しかし、ゲートウェイルータやそれに付随する情報システム等が網改造によって設定されて

おり、これらが高額であるため地域事業者の参入を困難としています。これらの費用を一部
の事業者のみで負担するのではなく、収容局接続機能の原価に算入すること等、改善が
必要です。 

（２） そのほか、優先パケット識別機能及び優先パケットルーティング
伝送機能を利用することに関して、検討すべき事項はあるか。 

NGN のオープン化が促進され、新たな機能が利用出来る事は賛成致します。更なるオ
ープンな環境を求めて、引き続き NTT東西様や接続事業者間における公平な NGN の
利用方法について、議論する必要があると考えます。 

（３） 現在、固定電話網の移行後のＩＰ網のあるべき姿について
は、情報通信審議会電気通信事業政策部会電話網移行円滑化委
員会において議論されているところである。現在、競争事業者は、ＮＴ
Ｔ東日本・西日本のＩＧＳ交換機と接続して、ひかり電話との発着信
を実現しているが、移行後はＮＧＮとＩＰ－ＩＰ接続することによりＮ
ＴＴ東日本・西日本のひかり電話との発着信を行うことになるとみられて
いる。同委員会での検討状況を踏まえつつ、ＮＧＮとのＩＰ－ＩＰ接
続に係る接続ルールに関して、検討すべき事項はあるか。 

― 

別紙 
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２．ＮＧＮを活用したデータ系サービスの提供 

 （１） ＩＳＰ事業者によるＮＧＮの利用に関して、検討すべき事項
はあるか。 

＜網終端装置（PPPoE方式）＞ 
NTT東西様が設置した網終端装置は、現在複数ユーザのトラヒックが収容されている

装置ですが、コンテンツのリッチ化や OS等のアップデートに伴うネットワークトラヒックの急増
により網終端装置において輻輳が発生しています。接続事業者はネットワークの品質劣化
に伴いユーザから多くのクレームを受けていることから、網終端装置の増強を NTT東西様
へ要請しています。 
しかし、NTT東西様の増強要件の敷居は高く、ISP事業者はユーザのネットワーク品

質改善に向けて適切な対応ができない状況です。網終端装置の収容ユーザ数等の仕様
は現状のインターネット利用環境と大きく乖離していることから、NTT東西様は速やかに設
備の収容ポリシー等の見直しを行って頂くようお願いします。 
また、網終端装置の仕様等については、NTT東西様と接続事業者間の個別の NDA

の上で情報開示されていることから ISP事業者同士のオープンな議論や団体交渉ができ
ない状況です。NTT東西様は網終端装置の仕様等を接続事業者全体へ開示すること
を要望します。  

 
＜ゲートウェイルータ（IPoE方式）＞  

IPoE方式のゲートウェイルータ費用は現在網改造料として接続事業者が負担していま
すが、その負担は非常に大きいものであり、利用促進されるべき IPoE接続の新規参入を
阻む要因の一つとなっています。 PPPoE方式の網終端装置は収容局接続機能の費用
となっているにもかかわらず、IPoE接続のゲートウェイルータ（PPPoE方式の網終端装置
に相当）は網改造料として費用負担が行われている状況であり、インターネットアクセスサ
ービスのコストの構造がいびつになっています。 このため、IPoE方式のゲートウェイルータも
PPPoE方式と同様に収容局接続機能に算入することが適切と考えます。 
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（２） ＮＧＮを利用するＶＰＮサービスに関して、検討すべき事項
はあるか。 

― 

（３） 今般、第一種指定電気通信設備接続料規則の一部改正に
より、優先パケット識別機能及び優先パケットルーティング伝送機能が新
たに接続約款のメニューに追加されることになる。ＮＧＮ上で優先制御
したデータ系サービスの提供に当たり、これらの接続メニューを利用する上
で留意すべき点はあるか。 

― 

（４） そのほか、ＮＧＮを活用したデータ系サービスの提供に関して、
検討すべき事項はあるか。 

他事業者によるフレッツサービスの利用においては、現在「光回線の卸売サービス」が提
供されておりますが、卸であるがゆえに、接続事業者に対する卸料金やその他卸条件等に
ついては、NTT東西様によって自由に設定されている状況です。卸条件は、NTT東西様
と接続事業者間の個別のNDAの上で開示されていることから、ISP事業者同士のオープ
ンな議論や団体交渉ができない状況です。「光回線の卸売サービス」と同等の機能を接
続料化することで、透明性を確保し、団体交渉やオープンな議論を可能とすることで、より
公正な競争環境を作ることが大切であると考えます。  

 
３．ＮＧＮを活用した映像配信サービスの提供 
 コンテンツ配信事業者等の各種アプリケーションサーバとＮＧＮを接続す

るためのインターフェース（ＳＮＩ）について、ＮＴＴ東日本・西日本
は、平成 20 年（2008 年）３月から「フレッツ・キャスト」の提供を開
始した。この「フレッツ・キャスト」のための機能に関して、検討すべき事項
はあるか。 
 
 
 
 

SNIはコストが高く、そのせいで事業展開が行えなくなった企業もあります。現在、フレッ
ツ・キャストの機能はコンテンツ事業者向けに SNIで提供されていますが、接続ではないた
めそのコスト算定も不透明であるという問題点があり、フレッツ・キャストの機能をNNIとする
ことにより、他事業者も NTT東西様と同条件でコンテンツ配信のためのプラットフォームを
提供できることを要望します。  
そもそも、NTT東西様のみが提供可能なサービスが多いことから、他事業者も NTT東

西様と同条件でサービス提供が行えるよう、NTT東西様と他事業者間の同等性の確保
が必要です。 
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４．ＮＧＮの接続料の算定方法 
 （１） ＮＧＮは、ベストエフォート型と品質保証型のサービスを統合

的に提供可能なＩＰ網である。そのため、ＮＧＮの接続料の算定に当
たって、最優先通信と高優先通信については、通信品質を確保するた
め、通信要求時の帯域に対して一定の帯域を上乗せするＱｏＳ換算
係数（最優先通信：1.20 倍、高優先通信：1.16倍）が用いられ
ている。また、一般的にＩＰ系の装置価格については、帯域に応じてス
ケールメリットが働くことから、帯域換算係数（帯域 10 倍に対しコスト
はＮＴＴ東日本：約 2.6 倍、ＮＴＴ西日本：約 2.5 倍（いずれ
も平成 28 年度適用料金））が用いられている。こうしたＱｏＳ換算
係数及び帯域換算係数の適用に当たり、検討すべき事項はあるか。 

帯域換算係数は、データ量が少ない地域事業者に不利にならないように、負担の公平
性について配慮をお願いします。 

（２） 現行のＮＧＮでは、中継局接続機能のゲートウェイルータの費
用（接続用ポートの費用を除く。）は網使用料として回収されている
が、他方で、ＩＰｏＥ接続のゲートウェイルータは網改造料で回収され
ている。これに関して、検討すべき事項はあるか。 

― 



5 
 

（３） ＮＧＮは、平成 20 年（2008 年）３月の商用サービスの
開始に当たり、中継局接続機能（10Ｇｂｐｓメニューのみ）、収容
局接続機能（１Ｇｂｐｓメニューのみ）、ＩＧＳ接続機能、イーサ
ネット接続機能が接続約款に定められた。これら４つの接続機能の接
続料の算定方法に関して、検討すべき事項はあるか。 

― 

（４） そのほか、ＮＧＮの接続料の算定方法に関して、検討すべき
事項はあるか。 

＜IPoE-POI の単県化＞  
単県 POIを設置して頂くよう希望します。現在の IPoE接続用の POIは東京、大阪の

みに設置されており、NGN内の長距離ネットワークの支払いが必須であることから、特に地
域事業者の場合は接続に係る負担が大きくなります。 
これらの理由から。また、地域の POI をつくることにより、地域に閉じた VPN の構築等、

利活用の幅は広いと考えていますので、積極的に行って頂きたいと考えます。  
 

５．その他 

 その他、接続料の算定、接続の手続、情報開示、コロケーション等の全
般に関して、検討すべき事項はあるか。 

＜情報開示＞ 
IPoE の接続条件については、NTT東西様と接続事業者間の個別の NDA の上で開

示されていることから、団体交渉が難しく、各種接続条件やサービス内容について接続事
業者が広く情報を得て議論をする場がありません。今後、NTT東西様の設備開示及び、
NGN の設備や構成等を接続事業者にオープンにして幅広く議論していくことが必要と考え
ます。 
この情報等の非対称性については今後の多様なネットワークサービスの展開や新規参

入等による市場の活性化等を阻害しかねないと考えます。よって今回のようなNGN及びこ
れに類するようなネットワークの利用については、オープンでノンバインディングな検討の場を
設けることを要望いたします。 
＜NTT東西様利用部門との同等性確保＞ 
他事業者が新たに接続を要望すると、NTT東西様は NTT東西様が持つ設備とは別
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に新たに設備を構築しているため、接続事業者は NTT東西様に比較して大きな負担を
強いられています。これは、NTT東西様が設備を構築する際に、他事業者も同様にその
設備を使えるように構築していないためです。NTT東西様と他事業者が同等にサービス提
供できるような手当が必要です。 
＜IPoE-POI の単県化＞ 
大災害や地方へのデータ移転や活性化、また都市部と地方では差のあるトランジット価

格差を少しでも是正するためにも、都道府県単位での接続は必須であると考えます。 
現状の東京、大阪のみの接続では、本来のインターネットのネットワークとは違い、中央

集権型のネットワーク。これは災害時には非常に弱いネットワークとなってしまっているため、
自律分散で災害や攻撃に強いネットワークとはほど遠い構造になってしまっています。総務
省様の進める地域へのデータセンター分散化にしても肝心のラストワンマイルが東京と大坂
のみでしか接続できないのでは、地方にデータセンターを設置してもそこにデータを置く意味
が少なくなってしまうと考えます。 
＜網終端装置の短納期化＞ 

NTT東西様へ網終端装置の設置増設を申請してからサービスインするまでの期間が
半年～1年と長期化しており、企業の投資判断が難しくなっている。短納期化をすることに
よって、適切な予測と投資ができるようにして頂きたいと考えます。 
＜ONU機器の開放＞ 
フレッツの宅内装置（ONU一体型ルータ）は NTT東西様専用装置となっており、設

置には ISP事業者・NTT東西様・顧客の工事調整が必要となり、開通率を下げる原因
となっています。また工事調整自体も非常に煩雑であり調整期間を費やします。ONU一
体型ルータは無線 LANルータのように、一般の量販店で入手できるようにし、顧客自身で
設置することで回線開通の期間を短縮し、利便性を高めていくことが重要であると考えま
す。 
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「次世代ネットワーク（ＮＧＮ）等の接続ルールに関する意見募集」に関し、別紙のとおり意見を提出します。 
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１．ＮＧＮを活用した音声サービスの提供 
 （３） 現在、固定電話網の移行後のＩＰ網のあるべき姿について

は、情報通信審議会電気通信事業政策部会電話網移行円滑化委
員会において議論されているところである。現在、競争事業者は、ＮＴ
Ｔ東日本・西日本のＩＧＳ交換機と接続して、ひかり電話との発着信
を実現しているが、移行後はＮＧＮとＩＰ－ＩＰ接続することによりＮ
ＴＴ東日本・西日本のひかり電話との発着信を行うことになるとみられて
いる。同委員会での検討状況を踏まえつつ、ＮＧＮとのＩＰ－ＩＰ接
続に係る接続ルールに関して、検討すべき事項はあるか。 

電話網移行円滑化委員会及び事業者間協議の場(ＰＳＴＮマイグレーションに係る
意識合わせの場)におけるつなぐ機能の議論では、概念的な接続形態の議論はされたも
のの、アンバンドルの可能性を踏まえた接続形態の在り方については議論されていない認
識です。円滑な事業者間の接続に向けて、NGN をどのようにアンバンドルしていくか(例え
ば NGNの事業者接続用ルータのアンバンドル)も含めて議論する必要があると考えます。 
現在の NGNの中の県間ネットワーク部分は、県内ネットワーク部分と異なり第一種指

定電気通信設備に指定されていません。すなわち、NGN という一つの網の中に、指定設
備のネットワーク部分と非指定設備のネットワーク部分が混在している状況でありながら、
一体として提供されています。 
今後固定電話網の IP網への移行が行われた際には、接続事業者が東日本電信電

話株式会社殿(以下、「NTT東日本殿」といいます。)、西日本電信電話株式会社殿
(以下、「NTT西日本殿」といいます。)(以下併せて「NTT東西殿」といいます。)のひかり
電話と接続するに当たり、NGNの県間ネットワークを不可避的に利用することになると考え
られるため、NGNの県間ネットワークを第一種指定電気通信設備の対象とすべきと考えま
す。 

２．ＮＧＮを活用したデータ系サービスの提供 

 （２） ＮＧＮを利用するＶＰＮサービスに関して、検討すべき事項
はあるか。 

現在、NGN上ではフレッツ・VPN という名称で VPNサービスが販売されていますが、
NGN が開放されていないため、当該サービスは NTT東西殿利用部門による独占提供と
なっています。よって、本サービスに関するインタフェースを開放し、NTT東西殿利用部門と
接続事業者の同等性を確保することが必要と考えます。 

別紙 
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（３） 今般、第一種指定電気通信設備接続料規則の一部改正に
より、優先パケット識別機能及び優先パケットルーティング伝送機能が新
たに接続約款のメニューに追加されることになる。ＮＧＮ上で優先制御
したデータ系サービスの提供に当たり、これらの接続メニューを利用する上
で留意すべき点はあるか。 

今回、NGN における優先パケット識別機能及び優先パケットルーティング伝送機能(以
下、「本機能」といいます。)が新たに接続約款のメニューに追加されることにつきまして、制
度整理頂いた総務省殿及び NTT東西殿ご担当者に深く感謝申し上げます。 
「第一種指定電気通信設備接続料規則の一部改正（NGN における優先パケット識

別機能及び優先パケットルーティング伝送機能のアンバンドルについて）」答申(平成 28
年 11月18日)における、情報通信行政・郵政行政審議会の、「優先パケット識別機能
及び優先パケットルーティング伝送機能は、伝送の対象を音声やデータに制限するもので
はなく、接続約款においても、伝送の対象を音声に限定したり、伝送容量を過度に制限し
たりすることは行われないもの」との考え方に賛同します。 

（４） そのほか、ＮＧＮを活用したデータ系サービスの提供に関して、
検討すべき事項はあるか。 

現在、NGN では、ブロードバンドサービスの接続開放が行われていないため、接続事業
者が NGN を使ったブロードバンドサービスを提供する際に、エンドエンドで料金設定を行
い、ユーザに一元的なサービスを提供することができない状況です。 
また、NTT東西殿の卸サービスを利用することにより、ブロードバンドサービスの一元的な

提供は可能ですが、価格等の条件が不透明で公平な競争とは言えません。 
よって、卸サービスと同等の機能をアンバンドルすることにより、接続を用いた一元的なブ

ローバンドサービスの提供が実現可能となることから、当該機能のアンバンドルを要望しま
す。 

３．ＮＧＮを活用した映像配信サービスの提供 
 コンテンツ配信事業者等の各種アプリケーションサーバとＮＧＮを接続す

るためのインターフェース（ＳＮＩ）について、ＮＴＴ東日本・西日本
は、平成 20 年（2008 年）３月から「フレッツ・キャスト」の提供を開
始した。この「フレッツ・キャスト」のための機能に関して、検討すべき事項
はあるか。 

現在、フレッツ・キャストのための機能は、コンテンツ事業者向けに SNI で提供されていま
す。しかしながら、SNIはインタフェースと言いながら、単なる NTT東西利用部門殿による
独占サービスであり、オープン化とは言えません。すなわち、NTT東西殿利用部門と接続
事業者の同等性が確保されていません。 

NGN上で、フレッツ・キャストのような映像等のコンテンツ配信サービスを促進していくため
には、当該機能について、原価に基づく料金算定を行い、接続事業者が NTT東西殿の
ようにコンテンツ配信のためのプラットフォームまで提供できるような状況を作る必要がありま
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す。よって、フレッツ・キャストのための機能をアンバンドル(NNI化)すべきと考えます。 
本機能に限らず、NTT東西殿利用部門が NGN で利用している機能はアンバンドル

し、接続事業者が接続で当該機能を利用できる状況を作る必要があります。 

４．ＮＧＮの接続料の算定方法 
 （１） ＮＧＮは、ベストエフォート型と品質保証型のサービスを統合

的に提供可能なＩＰ網である。そのため、ＮＧＮの接続料の算定に当
たって、最優先通信と高優先通信については、通信品質を確保するた
め、通信要求時の帯域に対して一定の帯域を上乗せするＱｏＳ換算
係数（最優先通信：1.20 倍、高優先通信：1.16倍）が用いられ
ている。また、一般的にＩＰ系の装置価格については、帯域に応じてス
ケールメリットが働くことから、帯域換算係数（帯域 10 倍に対しコスト
はＮＴＴ東日本：約 2.6 倍、ＮＴＴ西日本：約 2.5 倍（いずれ
も平成 28 年度適用料金））が用いられている。こうしたＱｏＳ換算
係数及び帯域換算係数の適用に当たり、検討すべき事項はあるか。 

帯域換算係数は、元々音声系サービスと映像系サービスが混在して提供される NGN
において、単純にトラヒック比で費用配賦を行うと、使用帯域の大きい映像系サービスに多
額の費用が配賦されるという懸念に基づき設定された経緯があります。 
しかしながら、帯域換算係数の設定によって、大量にユーザを持つ事業者が有利になり

今後新規参入する事業者が不利になるようなことは問題です。また、トラヒックの状況も過
去の議論の時点とは大きく異なっているため、NGN利用促進の観点から、接続料単価が
事業者やサービスの規模等によって異なることがないようにすべきと考えます。 

（２） 現行のＮＧＮでは、中継局接続機能のゲートウェイルータの費
用（接続用ポートの費用を除く。）は網使用料として回収されている
が、他方で、ＩＰｏＥ接続のゲートウェイルータは網改造料で回収され
ている。これに関して、検討すべき事項はあるか。 

同じNGNで使用されるゲートウェイルータであるにも関わらず、一方が網使用料によって
回収され、一方が網改造料として回収されている合理的な理由は存在しないと考えます。
また、PPPoE接続に係る網終端装置が収容局接続機能として網使用料で回収されてい
ることとの整合性も取れていないと考えます。 
よって、IPoE接続のゲートウェイルータの費用についても、PPPoE接続に係る網終端装

置と同様に収容局接続機能の網使用料で回収すべきと考えます。 
（４） そのほか、ＮＧＮの接続料の算定方法に関して、検討すべき
事項はあるか。 

現在、PPPoE接続においては、各県に POIが設置されており、接続事業者は希望す
る都道府県で自由に接続を行うことが可能になっていますが、IPoE接続では、同じブロー
ドバンドサービスでありながら、東京及び大阪にのみに POIが設置されています。IPoE接
続においても、各県に POI を設置することが適当と考えます。また、POIの設置に当たって
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は、PPPoE接続と同様に、収容局接続機能のコストとして費用配賦されるべきと考えま
す。 

５．その他 

 その他、接続料の算定、接続の手続、情報開示、コロケーション等の全
般に関して、検討すべき事項はあるか。 

＜宅内装置の自由化＞ 
現在、他事業者が NTT東西殿の OLT を利用してサービスを提供する場合、ONUは

NTT東西殿が他社に開発を許諾したONUを利用するほかなく、それ以外の企業が製造
したONUを接続することはできません。弊社は、現在、NTT東西殿のOLTを利用したシ
ェアドアクセス方式による加入光ファイバに弊社製造の ONU を接続するための協議を行っ
ているものの、NTT東西殿からは接続には応じられないとの拒否回答がありました。 
宅内装置は、技術革新も早く、映像配信等のブロードバンドの進展に大きく寄与するも

のであることから、宅内装置においての競争を促進する必要があります。 
 
＜同等性確保＞ 
先述のとおり、NGN上において、アンバンドルされず、NTT東西殿利用部門のみが独

占的にサービス提供を行っている事例は多く存在します。 
根本的原因は、NTT東西殿利用部門と接続事業者の同等性が制度的に確保され

ていないことです。すなわち、NTT東西殿の設備部門から見た NTT東西殿利用部門と
接続事業者の同等性が担保されていないということです。 
具体的には、接続事業者がNGN上で新たな機能を利用する際には、NTT東西殿設

備部門に対し事前調査申込等の定められた手続きを行う必要があるのに対し、NTT東
西殿利用部門は同様の手続きは不要で、自由に利用開始できます。また、接続事業者
が利用開始する機能については、接続に必要な情報が広く開示されますが、NTT東西殿
利用部門が利用開始する機能については、接続に必要な情報はおろか、その利用開始
の有無すらも接続事業者に開示されません。 
このような状況では、NTT東西殿設備部門には、接続事業者との接続協議を遅延さ
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せることが自社の利益となることから、優先転送機能の接続協議で行われたような長期間
の協議が発生することになります。よって、NTT東西殿利用部門と接続事業者の同等性
が確保されることが必要です。 

その他、接続料の算定、接続の手続、情報開示、コロケーション等の全
般に関して、検討すべき事項はあるか。 

＜スタックテストの運用について＞ 
加入電話等のメタル回線に係る市場におきましては、約２，０００万回線以上の需

要があり、また弊社のメタル電話につきましても、新規獲得数は年間で約２０～３０万
回線の実績があり、積極的な販売を行っています。一方、光 IP電話はブロードバンドイン
ターネットの上で提供されるサービスであり、ブロードバンドを必要としないお客様にとっては
加入電話等メタル回線の代替サービスにはなり得ません。そのため、接続料水準が不当な
競争を起こさないための検証機能であるスタックテストが有効に機能することが求められま
す。 

NTT東西殿のメタル回線接続料は平成２７年度から平成２９年度にかけて約３
０％（弊社推計）上昇する見込みであり、加入電話等に係るスタックテストの検証結果
は基準値である２０％に近づくと想定しております。 
上記の通り加入電話等はいまだ大きな需要があり代替サービスもないことから、接続料

水準が市場に与える影響も大きく、加入電話・ＩＳＤＮ基本料に係るスタックテストにお
きましては、より一層慎重に検証することが求められます。 
スタックテストの要件を満たさない場合の扱いに関しましては、「接続料と利用者料金と

の関係の検証（スタックテスト）の運用に関するガイドライン(平成２４年７月付)」（以
下、「スタックテストガイドライン」といいます。）の「３．検証の実施方法 （３）スタックテ
ストの要件を満たさない場合の扱い」において、「スタックテストの要件を満たさないサービス
（公衆電話、番号案内及び接続料が長期増分費用方式により算定されている加入電
話・ＩＳＤＮ通話料を除く。）については、総務省において、接続料設定事業者に対
し、接続料水準が妥当であるにもかかわらず当該要件を満たさないことについての論拠の
提示を求めること」とされており、「総務省においては、当該論拠について検証を行い、当該
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論拠が合理的であると認められない場合、当該接続料を是正するために所要の措置を講
ずることとする。」と定められておりますが、合理的であるかどうかの判断基準は明確に規定
されていないため、例えば合理的判断理由にはなり得ない事例を明示する等、より具体
的な指針を示すことが必要であると考えます。具体的な指針を検討するに当たっては、接
続委員会等のオープンな場で議論することが適当であると考えます。 

その他、接続料の算定、接続の手続、情報開示、コロケーション等の全
般に関して、検討すべき事項はあるか。 

＜スタックテストで合理的でないと判断された接続料の是正について＞ 
スタックテストの検証結果として接続料を是正することになった場合、その後の具体的プ

ロセスにつきましては、現状ではスタックテストガイドラインに「申請された接続約款の変更案
に対する不認可処分、現行の接続約款の変更認可申請命令（電気通信事業法第３
３条第６項）等が制度上想定される。」と、あくまでも制度上想定される範囲の対応に
ついて書かれているのみです。実際の運用においてもスタックテストを機能させるためには、
接続料是正に関する具体的プロセスについても可能な限り明確にすることが必要です。例
えば、費用・報酬・需要等の要素において、現行の接続料算定規則上、採用する値に幅
を取り得るものについては、その幅の中でスタックテストの要件を満たす値を採用する方法
が考えられます。 
具体的な例としましては、第一種指定電気通信設備接続料規則上、自己資本利益

率は、期待自己資本利益率の過去三年間の平均値又は他産業における主要企業の
過去五年間の平均自己資本利益率のいずれか低い方を上限とした合理的な値とする、
と定められており、必ずしも上限値を採用する必要はないため、スタックテストで合理的でな
いと判断された場合に、スタックテストの要件を満たす接続料水準となるような自己資本利
益率を採用することが挙げられます。 
上述した是正策を採用するかどうかといった、スタックテストの検証結果により接続料を

是正することになった場合の対応方針につきましては、有識者を交えたオープンな場で対
応について議論すべきと考えます。 
また、スタックテストの検証を通じて是正された接続料に関しましては、適正性や透明性
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確保の観点から、接続料に関する費用や報酬等の情報を、事業者にもより詳細に開示
することを要望します。 

その他、接続料の算定、接続の手続、情報開示、コロケーション等の全
般に関して、検討すべき事項はあるか。 

＜料金算定方法に関する将来的な改定の検討について＞ 
現行の接続料算定規則の中で接続料を見直してもスタックテストの要件を満たす事が

出来ない場合は、接続算定方式そのものを見直すといったより抜本的な改定が必要にな
ると想定されます。加えて、現状においてメタル回線に係る接続料の水準は、欧州等の先
進諸国（イギリス、イタリア、スペイン等）に比べて約１．５～２倍近くになっていることか
らも、例えば LRICやプライスキャップ等といった算定方式の導入を中長期的に検討してい
くことが必要と考えます。 
算定方式の変更には検討に多大な時間を要するため、将来的な改定を検討する際の

材料として、NTT東西殿が、接続料の将来予測検証を可能とする必要情報を開示する
ことを要望します。 
また、将来的な検討を行うことは、当該サービスに対する適切な事業継続判断を促す

ことにもつながると考えます。 
その他、接続料の算定、接続の手続、情報開示、コロケーション等の全
般に関して、検討すべき事項はあるか。 

＜未利用芯線の扱いについて＞ 
接続料は能率的な経営の下における適正な原価に適正な利潤を加えた金額に照らし

公正妥当なものであることが求められますが、NTT東西殿のメタル芯線利用率は約２
０％（平成２７年度末時点、弊社推計）、光ファイバケーブルの芯線利用率は約４
０％（保守用芯線分除く）（平成２５年度末時点）と非常に低い水準であり、能率
的な経営が実施されているとは言い難い状況です。 
その結果、接続料の算定上、未利用芯線は費用や利潤算定に用いるレートベースに

含まれる一方、需要には含まれないため、未利用芯線が増えると接続料は上昇します。そ
のため、NTT東西殿においては一層の効率的な事業運営を行うことが必要です。 
レートベースに含めるべき資産は電気通信サービスの提供の用に供される資産に限定すべ
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きであるという原則的な考えに則ると、未利用芯線や売却目的資産等といった今後電気
通信サービスのために利用される見込みのない資産については、レートベースから除くことが
適当であると考えます。 
例えば極端に利用率の低い資産についてはレートベースの上限利用率を設定し、レー

トベースには資産に上限利用率を乗じた値のみ算入する方法が考えられます。効率化促
進の観点からも効果的な方法の一例と考えます。 

その他、接続料の算定、接続の手続、情報開示、コロケーション等の全
般に関して、検討すべき事項はあるか。 

＜コロケーション等＞ 
今後、ネットワークの IP化やブロードバンド化の一層の進展やそれに伴うアクセス網の光

ファイバ化等によるネットワークの変革期を迎えようとしています。ネットワークの移行に当た
り、コロケーションを円滑に実現し、滞りなくサービスを切り替えていくことが重要になってきま
す。コロケーションに関しては従前から有限なリソースの有効活用に向けて様々な施策が実
施されてきましたが、まだ課題も存在していると考えています。 
 

1.コロケーション情報の開示について 
NTT コミュニケーションズ株式会社殿（以下、「NTTCom殿」といいます。）の所有

ビルに NTT東西殿が賃借しているコロケーションエリアに関しては、NTT東西殿の接続
約款(第９９条の２)により空き情報等の開示対象外であることから、リソースの空きが
把握できないため、開示についてNTT東西殿には申入れをしておりますが改善はしてお
りません。現状では相互接続点調査申込を行わないと設置可否が判明しないため、定
期的に調査申込を行う必要があること、また、その都度相互接続点調査費を負担する
必要があることから、NTT東西殿ビルと同様に、NTTCom殿所有ビルにおいてもリソー
スの空き等の情報の開示を要望します。 
 
 
2.コロケーションリソースの配分上限値にいて 
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 現在、NTT東西殿の接続約款において、コロケーションに係るスペース、MDF端子
及び電力に関して、管理基準値及び配分上限値が設定されています。この配分上限
値に関しては、事業者それぞれのネットワーク規模、ユーザ数または事業の統廃合の有
無等の違いに関わらず、事業者一律の設定となっていることに加え、リソースの空きのラ
ンクに関わらず同じ上限値が設定されております。弊社としても、都度上限値の変更を
NTT東西殿に要望しておりますが、NTT東西殿の接続約款の規定により受け入れら
れず改善の目処が立たない状況です。つきましては、少なくとも B ランク(１８架以下)
でのリソースの配分上限値について、４架程度まで引き上げるような検討を行うことを要
望します。 

 
以上 
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（別紙）  

「次世代ネットワーク（ＮＧＮ）等の接続ルールに関する意見募集」に対する

当社の考え 

１．ＮＧＮに係る指定設備規制について 

・情報通信市場では、モバイルブロードバンドの高速化やスマートフォンの普及等に

より、ユーザが、固定や無線といった通信サービスの区別を意識することなく、コ

ンテンツやアプリケーション、端末等を自由に利用するようになっており、ユーザの

選好の中心は、グローバルなプレイヤーが提供するコンテンツやアプリケーション、

端末等に既に移行しています。また、通話アプリのように、従来の通信キャリアが

提供してきたネットワークサービスが、インターネットを通じてブロードバンド上のア

プリケーションとして実現される等、ネットワークサービスとアプリケーションサービ

スの境目が失われつつあります。 

こうした市場環境の変化を踏まえ、イノベーションの促進による価値創造を競い合

う新たな競争のステージへと移行するため、当社は、バリューパートナーとして、

多様なプレイヤーによる新たなサービス創造を下支えしていくために、従来のビジ

ネスモデルから大きく自己変革を図ることとし、平成 27年 2月より「光コラボレーシ

ョンモデル」の提供を開始したところです。 

これにより、従来から電気通信事業を営んできたＩＳＰ事業者、携帯電話事業者及

びＣＡＴＶ事業者はもとより、これまでは電気通信事業を営んでいなかった不動産

分野、医療・介護分野、エネルギー分野といった異業種のサービス提供事業者が

参入することにより、当社のフレッツ光のみでは提供できなかった、ＦＴＴＨサービ

スを活用した新たな融合サービスが登場し始めています。 

今後更に新たな価値創造によるユーザ利便の向上や経済の成長を実現していく

ためには、規制による萎縮効果が働かないよう、原則は市場原理に委ねるべきで

あり、事前に規制を設けるのではなく、何らかの問題が発生した際に事後的に対

処を図ることが適切であると考えます。 

・また、そもそも、ＮＧＮは、ボトルネック設備であるアクセス回線と一体的に構築さ

れているとの理由から、第一種指定電気通信設備規制が課されていますが、国

内のブロードバンド市場においては、他事業者は、ルータ・ＳＩＰサーバ等の局内装

置を自ら設置し、アクセス回線も自ら敷設、あるいは当社がオープン化して提供す

るダークファイバ等を利用して、それぞれ独自のＩＰ通信網を構築しているところで

あり、ＮＧＮは他事業者が固定ブロードバンドサービスを提供する上で必要不可欠

な設備とはなっていません。また、アクセス回線のボトルネック性に起因する影響

はダークファイバ等のアクセス回線のオープン化によりＮＧＮとは遮断されている

ものと考えます。 
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 現に、ＮＧＮに依存することなく、独自のＩＰの通信網を構築している電力系事業者、

ＫＤＤＩ殿、ＣＡＴＶ事業者といった事業者との間で熾烈な競争が展開されているこ

とに加え、ＬＴＥやＷｉＭＡＸといった移動系ブロードバンドサービスも独自のＩＰ網を

構築し、高速化が進んでおり、それらは固定ブロードバンドサービスの代替サービ

スとして十分な役割を果たすようになっています。 

・ＮＧＮの接続ルールの検討にあたっては、このような市場環境・競争環境の変化を

踏まえ、今回の意見募集で掲げられた各項目の検討よりもまず、ＮＧＮを第一種

指定電気通信設備規制の対象から除外することについて議論をしていただきたい

と考えます。 

・仮に、ＮＧＮを第一種指定電気通信設備の対象から直ちに除外できないとしても、

その規制運用にあたっては、ＩＰ網に対して諸外国でも見られないような厳しい規

制を課すことによってネットワークの高度化を妨げ、我が国だけが世界的に見て

特異な競争環境にならないよう、また、サービス創造等の新たな価値創造の芽を

摘んだり、ビジネス変革による市場拡大に向けた取組みの妨げにならないように

すべきと考えます。 

 

２．ＮＧＮのオープン化について 

・ＮＧＮについては、これまでも、ＮＮＩ/ＳＮＩ/ＵＮＩのインタフェース条件（インタフェー

ス仕様、通信プロトコル、品質規定条件（転送品質クラス等）、接続形態等）をサー

ビス開始前から開示し、他事業者からのご意見を伺うとともに、1年間のトライアル

を実施する等、自主的にオープン化を進めてきました。ＮＧＮの接続ルールや接

続料の算定方法が整理された後は、接続条件の整理や接続料の算定を進め、接

続約款変更を行う等、ルールに則って対応してきました。また、サービス開始後も、

新たな網機能（優先クラスを利用したＩＰ通信を可能とする機能等）を追加する場合

には、その都度必要な情報開示を実施してきたところです。 

・優先パケット識別機能及び優先パケットルーティング伝送機能（以下、優先転送機

能）のアンバンドルについても、接続事業者のご要望の実現方法を当社から進ん

で提案する、事業者間協議等を通じて実現方法の具体化を図る、実現方法をご

理解いただくために必要な情報を積極的に開示していく等、接続事業者に優先転

送機能をご利用いただけるよう真摯に対応してきました。 

・更に当社は、多様なプレイヤーによる新たなサービス創造を促していくため、「光

コラボレーションモデル」を提供しており、卸先事業者の数は平成 28 年 12 月時点

で東西あわせて約 500社を超えるまでにまで拡大し、その卸契約数は約 800万契

約を超えております。これにより、従来から電気通信事業を営んできたＩＳＰ事業者、

携帯電話事業者及びＣＡＴＶ事業者はもとより、これまでは電気通信事業を営んで

いなかった不動産分野、医療・介護分野、エネルギー分野、教育分野、小売業分

野等といった異業種のサービス提供事業者が参入することで、当社のフレッツ光
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のみでは提供できなかった、ＦＴＴＨサービスを活用した新たな融合サービスが登

場しております。当社としては、引き続き、「光コラボレーションモデル」を活用した

ＮＧＮの利用促進にも積極的に取り組んでいく考えです。 

・当社としては、今後とも、接続事業者や卸先事業者等、他事業者からのご意見を

伺いながら、こうしたＮＧＮのオープン化や利用促進の取組みを積極的に進めて

いく考えです。ただし、その際、ＮＧＮでは、電話網と違って複数のサービス間で帯

域や処理能力といったリソースを共用し、ＳＩＰサーバ等による帯域確保や優先制

御の実現等の工夫をすることによって、様々なサービスを統合的に提供している

ことを踏まえる必要があります。ＮＧＮをどのようにどの程度利用するか等によっ

ては、当社、卸先事業者、既存接続事業者のサービスの品質や他のお客様の通

信に影響を及ぼす可能性があるため、新たなアンバンドル要望への対応にあたっ

ては、接続事業者が要望するＮＧＮとの接続形態、利用する機能、需要といった

具体的な要件を踏まえ、接続可否や利用条件、接続事業者が負担する費用等に

ついて、個々のご要望毎に丁寧に検討を進めていく必要があります。 

 

・なお、個別の論点に関する当社意見は以下のとおりです。 
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１．ＮＧＮを活用した音声サービスの提供 

意見対象項目 意見 

（１） 優先パケット識別機能及び優先パケットルーティング伝送機能を利

用するに当たり、情郵審答申（平成 28 年（2016 年）11 月）において、

情郵審から総務省に対し、現在ＶＮＥ事業者が接続している「ＮＧＮにお

けるゲートウェイルータについては、10Ｇｂｐｓ又は 100Ｇｂｐｓの単位のポ

ートのみが用意されていることから、ＮＴＴ東日本・西日本に対し、接続

事業者からの要望を踏まえ、ＮＧＮのゲートウェイルータと接続事業者

のＩＰ網を直接接続する場合は、より容量の小さいベースでの接続にも

対応するよう検討することを要請すること」が要望され、同日、総務省か

らＮＴＴ東日本・西日本に対し、同内容の要請を行った。この点につい

て、今後、競争事業者が優先パケット識別機能及び優先パケットルーテ

ィング伝送機能を利用することに関して、留意すべき点はあるか。 

・ＮＧＮのＩＰｏＥ接続に係るゲートウェイルータの接続用ポートについて、

現在提供している 10Ｇｂｐｓまたは 100Ｇｂｐｓ以外に容量の小さいインタ

フェースを求める具体的な利用要望が接続事業者からあれば、優先転

送機能の利用如何にかかわらず、技術的に可能な限り提供していく考

えです。 

・なお、ＩＰｏＥ接続用ポートの小容量化については、現在ＮＧＮと接続し、Ｉ

ＳＰ事業者等に小容量の接続を仲介して提供しているＶＮＥ事業者のビ

ジネスへの影響にも留意すべきと考えます。 

 

（３） 現在、固定電話網の移行後のＩＰ網のあるべき姿については、情報

通信審議会電気通信事業政策部会電話網移行円滑化委員会において

議論されているところである。現在、競争事業者は、ＮＴＴ東日本・西日

本のＩＧＳ交換機と接続して、ひかり電話との発着信を実現しているが、

移行後はＮＧＮとＩＰ－ＩＰ接続することによりＮＴＴ東日本・西日本のひか

り電話との発着信を行うことになると見られている。同委員会での検討

状況を踏まえつつ、ＮＧＮとのＩＰ－ＩＰ接続に係る接続ルールに関して、

検討すべき事項はあるか。 

 

・ＩＰ網移行後のＩＰ－ＩＰ相互接続の在り方については、現在電話網移行

円滑化委員会においても検討いただいているほか、事業者間の意識合

わせの場においても活発な議論を交わしながら、「電話を繋ぐ機能」の

在り方等、業界全体の課題について事業者間のコンセンサスを得るべ

く一つ一つ丁寧に議論を積み重ねてきており、今後も、移行方法等の議

論を進めコンセンサスを形成していく考えです。 

・したがって、ＩＰ－ＩＰ接続の在り方については、ＮＧＮの接続ルールの検

討対象として取り上げるのではなく、電話網移行円滑化委員会や事業

者間の意識合わせの場で整理を進めるべきであると考えます。 
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２．ＮＧＮを活用したデータ系サービスの提供 

意見対象項目 意見 

（２） ＮＧＮを利用するＶＰＮサービスに関して、検討すべき事項はある

か。 

 

・様々なサービス提供事業者がインターネットというグローバルかつオー

プンな基盤を通じて、日本のみならず海外からも様々なＶＰＮサービス

（ＵＬＴＩＮＡ ＶＰＮ（ソフトバンク）・Ｃｌｏｖｅｒｎｅｔ ＶＰＮ（ＮＥＣネクサソリュー

ションズ）・Ｖｅｒｏｎａ（ＡＭＩＹＡ）等）の提供を行っています。 

・このようなサービスについては、既に多数の事業者がＮＧＮとのＩＳＰ接

続等を利用して、当社ＮＧＮユーザ間や当社ＮＧＮユーザとモバイル等

他の通信サービスユーザ間のＶＰＮサービスを提供する等、ＮＧＮユー

ザに対するサービスの提供・競争は進展しているところです。 

・したがって、ＶＰＮサービス提供先の一部に過ぎないＮＧＮユーザのみを

対象とした「ＮＧＮを利用するＶＰＮサービス」を切り出して、これを規制

するような検討はすべきでないと考えます。ＩＰ網に対して諸外国でも見

られないような規制を課すことによって、我が国だけが世界的に見て特

異な競争環境にならないようにすべきであると考えます。 

（３） 今般、第一種指定電気通信設備接続料規則の一部改正により、

優先パケット識別機能及び優先パケットルーティング伝送機能が新たに

接続約款のメニューに追加されることになる。ＮＧＮ上で優先制御したデ

ータ系サービスの提供に当たり、これらの接続メニューを利用する上で

留意すべき点はあるか。 

 

・優先転送機能のデータ通信での利用については、これまで検討してきた

音声通信での利用と比べて、ネットワークへの負荷が大きくなる可能性

があり、当社、卸先事業者、接続事業者のサービスの品質や他のお客

様の通信に影響を及ぼす可能性が増すことになることから、当社として

も、要望事業者と密接に協議しつつ、丁寧に検討を進めていく考えで

す。  
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３．ＮＧＮを活用した映像配信サービスの提供 

意見対象項目 意見 

コンテンツ配信事業者等の各種アプリケーションサーバとＮＧＮを接続す

るためのインターフェース（ＳＮＩ）について、ＮＴＴ東日本・西日本は、平

成 20 年（2008 年）３月から「フレッツ・キャスト」の提供を開始した。この

「フレッツ・キャスト」のための機能に関して、検討すべき事項はあるか。 

 

・様々なコンテンツ・アプリケーション提供事業者がインターネットというグ

ローバルかつオープンな基盤を通じて、日本のみならず海外からも

様々な映像配信サービス（Ｎｅｔｆｌｉｘ・Ｈｕｌｕ等）の提供を行っています。 

・このようなサービスについては、既に多数の事業者がＮＧＮとのＩＳＰ接

続等を利用して、当社ＮＧＮユーザに対して、映像配信サービスを提供

する等、ＮＧＮユーザに対するサービスの提供・競争は進展しているとこ

ろです。 

・したがって、映像配信先の一部に過ぎないＮＧＮユーザのみを対象とし

た「ＮＧＮを利用する映像配信サービス等」を切り出して、これを規制す

るような検討はすべきでないと考えます。ＩＰ網に対して諸外国でも見ら

れないような規制を課すことによって、我が国だけが世界的に見て特異

な競争環境にならないようにすべきであると考えます。 
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５．その他 

意見対象項目 意見 

その他、接続料

の算定、接続の

手続、情報開

示、コロケーショ

ン等の全般に

関して、検討す

べき事項はある

か。 

 

＜ＮＧＮの情報開示について＞ 

・ＮＧＮの情報開示については、ＮＧＮのサービス開始前からＮＮＩ/ＳＮＩ/ＵＮＩのインタフェース条件（インタフェース仕様、通信プロト

コル、品質規定条件（転送品質クラス等）、接続形態等）を開示し、他事業者からのご意見を伺うとともに、1 年間のトライアルを

実施する等、自主的にオープン化を進めてきました。また、サービス開始後も、新たな網機能（優先クラスを利用したＩＰ通信を可

能とする機能等）を追加する場合には、その都度必要な情報開示を実施してきたところであり、今般の優先転送機能の提供に

おいても、協議等において接続に必要な情報（本機能に係る設備構成や仕組み、接続料の概算額等）について可能な限り開示

に努め、また、接続事業者のご要望の実現方法を当社から進んで提案する等、優先転送機能の実現に向けて真摯に対応して

きました。このように、接続事業者が当社利用部門と同様のサービスをＮＧＮと接続して実現するために必要となる情報は既に

開示しております。 

・今後も、接続事業者が新たにＮＧＮを利用する上で必要な情報の提供・開示には、他事業者のご要望も踏まえながら、可能な限

り取り組んでいく考えです。 

・なお、電話網移行円滑化委員会（第 26 回）において、ソフトバンク殿より優先転送機能に係る協議において当社からの情報開示

が不十分であった旨を指摘する資料が提示されましたが、同委員会に当社から提出した資料にあるとおり、ご指摘の情報につ

いては当社より提示しているか、当該情報開示の依頼自体をいただいていなかったものと認識しています。そうした事実誤認や

双方のコミュニケーション不足による行き違い等により協議が停滞することがないよう、双方がドキュメントでの確認を徹底する

等、円滑な協議の実現に努めていく考えです。 

 

＜ルータ等への網機能提供計画の届出義務の拡大について＞ 

・前述の通り、新たな網機能を追加する場合には、既存の情報開示告示に則り、その都度必要な情報開示を実施してきたところ

であり、またソフトバンク殿との優先転送機能に係る協議等、ＮＧＮとの接続に係るご要望をいただいた際には、接続に必要な情

報について自主的に可能な限り開示に努めてきたところです。 

・電話網移行円滑化委員会（第 26 回）においても、優先転送機能に係る協議の経緯を確認し、要因は双方のコミュニケーション不

足であり、まずはそれを解消するための環境整備が重要との認識が示されました。当社としては、今後も双方のコミュニケーショ
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ン不足による行き違い等により協議が停滞することがないよう、双方がドキュメントでの確認を徹底する等、円滑な協議の実現

に努める考えであり、ルータやＳＩＰサーバ等のＮＧＮ設備が網機能提供計画の届出対象でないことが、協議の進展を妨げてき

たものではないと考えます。 

・電話網移行円滑化委員会において、ＮＧＮのオープン化に向けた情報開示促進の一環として、ルータ・ＳＩＰサーバ等の設備を

「網機能提供計画」の届出対象にすべきとの議論が提起されていましたが、今後、情報開示の在り方を検討されるとしても、具

体的にどのような情報開示が不足しているのか等、必ずしも課題が明らかになっていない中で、ルータ・ＳＩＰサーバ等の設備が

工事開始日の原則 200 日以上前に届出を要する「網機能提供計画」の対象とされれば、柔軟かつ機動的なサービス提供に支

障が生じるため、変化が激しく競争や技術革新が進展しているＩＰ系サービス市場において、競争環境を歪め、利用者利便を損

ないかねないという問題が生じることになります。 

・したがって、今後、ルータ・ＳＩＰサーバ等に係る情報開示ルールの充実を図っていく場合には、まずは事業者間協議の実態を踏

まえた課題の抽出・分析を行った上で、事前開示が必要な情報と協議を通じて開示すべき情報の仕分けを進める等、当社とし

ても、ＮＧＮの利用促進の観点から、情報開示の内容等について、丁寧に検討し、積極的な情報開示の実現に向けて対応して

いく考えです。以上を踏まえると、ルータ・ＳＩＰサーバ等の設備を「網機能提供計画」の届出対象にする必要はないものと考えま

すが、仮に部分的にそれが必要であるとしても、上述のとおり、利用者利便を損なうことがないよう、技術の進展やサービスの

高度化に即応可能としていただく必要があると考えます。 

・また、情報通信審議会 電気通信事業政策部会の一次答申（案）において、第一種指定電気通信設備の機能を廃止する計画に

ついても、「網機能提供計画」の届出対象とする方向で整理がなされていますが、機能の廃止にあたっては、当該機能を利用す

る事業者との間で事前協議を丁寧に行い、廃止・移行に係る接続事業者の対応期間を十分に確保することとなることから、機

能を廃止する計画の「網機能提供計画」の届出対象への追加は不要であると考えます。また、少なくとも、機能を廃止する計画

の「網機能提供計画」の公表については、廃止対象機能を利用している接続事業者等のユーザに対して、廃止対象機能を利用

することなく自前設備等で事業展開している他の事業者が営業活動を開始する契機になる等、当該接続事業者等の事業への

影響が大きい場合があることから、その是非については慎重に考える必要があります。 

・なお、ＰＳＴＮからＩＰ網へ移行後は当社のＮＧＮを含む各社のＩＰ網は原則二社間での直接接続となり、お互いに対等な関係で繋

ぎ合うこととなるため、ＮＧＮの情報開示だけを推し進めるのではなく、接続事業者も含め相互に情報提供を進めていくことが重

要であると考えます。 
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別紙 

以下、意見を行う。（2つに分割して提出する。） 

 

＞1.(1) 

＞1.(2) 

QoS 機能付き電磁的盗聴によって取得した情報を、本来の利用者の通信経路上に DoS的

行為を行いつつ、本来の利用者の情報より早く高優先度のパケットを用いて相手先に届

ける、といった攻撃的行為が発生しうる危険性があると思われた。（ただ、これについ

ての回線関係事業者側での対処は当方には少々思い付かなかった。） 

 

＞1.(3) 

発信元情報の正当性と追跡性の確保を重要視すべきであると考える。 

移行前に比べると相当オープンになると思われるのであるが、その場合、当然セキュリ

ティには気を付けるべきである。 

身元の掴めない発信は通さず、通すものは全て番号等に対応する正当な事業者からの正

当な経路による接続である事を確認して記録を行っておく必要があると考える。 

ここで、NGNとの接続は、直接 NTT東西に接続する事業者のみによるものに限定すべき

ではないかと考える。（間に複数の回線関係事業者を挟むと正当性や追跡性の確保の点

で支障が出ると思われるため。P5の図では IPoE接続事業者の右上に優先転送事業者と

あるが、この様な形で更に事業者を挟むのは不適切であると考える。接続事業者を増や

して直接サービス提供させるようにすべきであると考える。） 

 

＞2.(1) 

VNE がもっと増えてくれると消費者としてはありがたい（IPoEに限らず。PPPoE による

提供も可能であり、その方が認証等についてのメリットがあるのではないかと考えるの

であるが。）。IPv4 over IPv6 with IPsec という様な形でインターネットアクセスが行

えるようになると、セキュリティが向上するのではないかと考えるが（GE-PON 等によ

り光信号を共有している場合、これはそれなりに重要な事であると考える。当然、メタ

ル線部分がある場合もであるが。）、これが通常行える様な形になって欲しいと考える。 

 

＞2.(2) 

ISP や IX等において勝手に情報が複製され別所に流されたりしない事の保証、及び公

安的問題との関連であろうか。 

また、VPNサービスは末端利用者の知らぬ内に勝手に利用されると非常に困るものであ

るが（ウィルス等により勝手に VPNサーバを立ち上げられてそこにアクセスを行われる

等。NTT 西日本は HGW（ホームゲートウェイ）のファームウェアの配布を通常の httpプ
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ロトコルで行っているが、当然全く保護がなされていないプロトコルなので、中間者攻

撃等に著しく脆弱である。この危険はあると見るべきである。）、よって、利用について

は申請制とすべきなのではないかと考える。NTT東西及び機器側で何らかの形で制限を

行い、利用者が申請を行わない場合は VPNは利用不可としておくのが適切であると考え

る。 

 

＞2.(3) 

1.(2)と重複するが（NGNなので、被るのは道理であるが。）、優先度の違いを用いた高

度な DoS攻撃等の危険性に留意する必要があると考える。 

悪人が善人を押しのけられる様にも出来るという事であるので。 

 

＞2.(4) 

「末端利用者において、あるサービスを積極的に望まない者には、そもそもサービスを

提供しない」という様な防衛策が必要であると考える。 

全てのサービスを最初から開放して、その上で末端利用者を守るというのはなかなかに

困難な事である。 

望まないのであれば、初期は限定したサービス状況としておき、希望があれば開放、と

いう形を取るようにしていただきたいと考える。（たとえば 2000年代前半であれば、ダ

イアル Q2サービスは初期使用不可にしておくように、と言うと分かりやすいであろう

か。） 

ネットワークは、基本的に悪からの防衛戦であると考えるが（セキュリティが不十分な

サービスを是正していく事は防衛側にとっての反撃に相当するかもしれないが）、サー

ビスを最初からフルアクセス可能としておくのは危険な事であると考える。 

可用性のみを追い求めた末にあるのは、不法行い放題による攻撃者（国内の者とは限ら

ない）にとっての天国であるので、多少不便であるとの声が出たとしても、防衛的な運

用がなされる事を望みたい。（なお、116でちょっと話題がのぼっただけで、「フレッツ・

あずけ～る」が勝手に契約されていた、なんて事も勘弁である。） 

 

＞3. 

マルチキャストは有用そうであるが、検討すべき事については思い当たらなかった。 
＞4.(1) 

特段に無いが、NTT東西にはしっかりと回線の管理を行って欲しいものである。特に安

全性について、各事業者と連携して利用者が守られるようにしていただきたく思う。 

ファームウェア等が httpプロトコルで配布されている、というのは、ファームウェア

自身に認証が行われるとしてもありえないと考える。 

それと、HGW等について用いられている暗号が全て同じ共通鍵というのは、国民に対し
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て背徳的であると考えるので、これも何とかしていただきたい。（全て別個の公開鍵、

以外ありえないと考えるのであるが、いかがか。通信処理は決め打ち処理を行うための

FPGA でなくても大丈夫なはずであろう。） 

 

＞4.(2) 

特段に無い。NGNとの接続は IPoE接続に限られないと考えるのであるが、IPoE 利用を

希望する者の申請によってこれを利用可能とするのであれば、改造料で回収するのは適

切であると考える。 

 

＞4.(3) 

光ファイバー利用者が増えるよう頑張っていただきたいと考える。 

（なお、当方としては、一般的と言える末端利用者に対しても、再度分岐をしない 1対

1のいわゆるシングルスター接続が提供される様になるのであれば、ある程度高い料金

設定とする事を肯定する。） 

 

＞5. 

セキュリティ、正当性及び追跡性の確保が行われるよう求めたい。 

NTT グループがそれらに対して乗り気でない様子であるので、不安である。 

 

 

意見は以上である。 

 


